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RoHS指令、WEEE指令、REACH規則などEU加盟国で、製品にかかわる化学物質規制の動き

が相次いでおり、製品輸出企業のみならずサプライチェーンでつながる部品、部材メーカーまで

大きな影響が懸念されています。 

すでにWEEE指令により2005年から欧州ではリサイクル処理システムの構築や回収、処理、再

生等への生産者の義務も発生しております。さらに2006年7月には、鉛、水銀、カドミウムなど6

物質をEEE（電気電子機器）に使用できなくなるRoHS有害物質規制が発効されました。RoHS、

WEEE両指令を遵守しないと欧州でのEEEのビジネスは不可能とも言われていますし、有害化学

物質規制違反になると企業のイメージダウン、製品回収などにより実害も大きいものがあります。 

また、2007年6月に施行されたREACH規則は、化学物質そのものだけでなく、化学物質を含む

成型品も対象となっているため、EUへの輸出、販売は同物質の登録が必要となるなど我が国企業

への影響も大きいと予想されます。 

このような背景の中で、2005年度にEU環境規制調査検討専門部会を設置してEU加盟各国の環

境規制の動向を調査して参りました。今年度は2008年6月の予備登録開始など本格的運用が始ま

るREACH規則を中心に、国内外の企業や関連機関の認識状況や対応状況等について調査を行い、

我が国機械産業への影響と今後の取り組み課題を抽出致しました。本報告書が皆様の今後の活動

に少しでもお役に立てば幸いです。 

なお、今年度の調査活動の中で、大変ご多忙中にもかかわらずアンケート調査、ヒアリング調

査にご協力いただいた企業、団体の皆様、欧州現地調査のサポートをいただいた関係者の皆様に

心より感謝申し上げます。 

また、本報告書の取り纏めに尽力をいただいた委員並びに㈱東レ経営研究所殿に、この場を借

りて厚く御礼を申し上げます。 

 

 平成 20 年 3 月 

 社団法人 日本機械工業連合会 

 会 長  金 井   務 
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EU環境規制調査検討専門部会 委員名簿 

 

（敬称略、企業名五十音順） 

 

部 会 長 千代田化工建設㈱  国内プロジェクト統括 統括付 腰 塚 博 美 

委   員 ㈱IHI  基盤技術研究所応用理学研究部主幹 久保田 伸彦 

委   員 NTN㈱ 環境管理部企画グループ主事 山 﨑 雅 之 

委   員 ㈱荏原製作所 環境事業カンパニー事業戦略・企画統括部技監 鴻 野  卓 

委   員 川崎重工業㈱  技術開発本部技術企画部技術戦略課上級専門職 道本 登志夫 

委   員 ㈱クボタ 水・環境・インフラ事業本部統括部担当部長 七 里 雅 隆 

委   員 グローリー㈱ 環境管理推進室室長 景 山 浩 志 

委   員 ㈱小松製作所 開発本部業務部規制・標準グループ主査 出 浦 淑 枝 

委   員 三機工業㈱  環境システム事業部次長 藤 井 雅 則 

委   員 JFE エンジニアリング㈱  環境ビジネス統括本部主幹 鈴 木 康 夫 

委   員 ㈱ジェイテクト  安全衛生環境管理部環境管理室室長 野 内 宗 一 

委   員 ㈱島津製作所 分析計測事業部環境ビジネスユニット 

             統括マネージャー 木 林 昌 男 

委   員 住友重機械工業㈱ 総務本部環境管理部部長 越 智 敏 朗 

委   員 ㈱日本製鋼所  経営管理部環境管理担当部長 小笠原  誠 

委   員 日立造船㈱ 営業本部営業企画グループ担当部長 福 士 静 治 

委   員 ファナック㈱ 常勤顧問 知的財産調査役 兼 社長補佐 稲 葉  肇 

委   員 ㈱牧野フライス製作所 ISO 事務局（環境管理部） 水野 耕次郎 

委   員 松下電器産業㈱  環境本部環境渉外担当参事 芝 池 成 人 

委   員 三菱重工業㈱ 機械･鉄構事業本部環境・ 

                         エネルギー部環境･インフラ G 主席部員 奥 田  淳 

調査機関   ㈱東レ経営研究所 産業技術調査部シニアリサーチャー 岩 谷 俊 之 

事 務 局 日本機械工業連合会 常務理事 平 野 正 明 

  同   日本機械工業連合会 業務部長 倉 田 正 明 

  同   日本機械工業連合会 業務部次長 多 並 輝 行 

  同   日本機械工業連合会 業務部 戸 田    譲 
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平成 19 年度 EU 環境規制調査検討専門部会報告書（Ⅲ） サマリー 

 

１. 調査の目的 

 

 本調査は、欧州の化学物質規制「REACH 規則」に関し、昨年度調査以降の新たな情報をアッ

プデートしつつ、同規則に対する国内外機械産業・関連機関の認識状況や対応状況等について調

査を行い、我が国機械産業としての今後の取り組み課題を抽出することで、我が国機械産業の競

争力向上に貢献することを目的として実施した。 

 

 

２. 調査の内容 

 

１）REACH関連最新情報の整理 

   文献調査、Web 調査、国内機関訪問面接ヒアリング調査等による 

２）国内機械産業の REACH対応状況の調査・分析 

   （社）日本機械工業連合会の法人会員企業および団体会員である工業会の加盟企業 

   に対するアンケート調査 

３）欧州現地動向調査 

   ドイツ、およびチェコにおいて現地企業・機関訪問面接ヒアリング調査 

４）我が国機械産業への影響評価、情報サポートに関する考察 

   １）～３）の調査結果を元にした分析と考察 

 

 

３. 調査結果の概要 

 

３-１. REACH 関連最新情報の整理 

 

 昨年度調査から今年度までの間には、2007 年 6 月 1 日に REACH 規則が発効し、同時に化学

物質庁が正式稼動に向けた準備を開始するなど、REACH 規則に関してもいくつかの動きがあった。 

 REACH は 2008 年 6 月 1 日から予備登録がスタートする予定であり、発効後 1 年で法として

本格的な運用が始まる。しかし、その一方で重要な規制対象物質である高懸念物質（SVHC）リ

ストが未公開であり、また、成形品メーカーにとっては特に重要な REACH ガイダンス文書

（REACH Implementation Project=RIP）である RIP3.8 の最終決定稿が発表されていないなど、

不透明な部分も残っている。 

 RIP3.8 の最終ドラフトに対しては様々な業界から意見・要望が寄せられているとみられること

から、これらを加味してある程度の修正や追加、たとえば定義付けをより明確にするための例示

が最終決定版で追加されるといった可能性はある。 

 たとえば「意図的な放出」の具体例が RIP3.8 の最終ドラフトではいくつか示されているが（フ 
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ェルトペンのインク、ガラスクリーニングワイパーの洗剤、匂い付き消しゴム等）、最終版では

「意図的放出の例（あるいは、そうではない例）」としてさらにいくつかの具体例が提示され、

メーカーが判断する上での多少の助けになるということは期待できる。 

 ただ、そういった例示が追加されたとしても、依然として「判断に迷う余地」というのが相当

残ることが考えられる。 

 

 

３-２. 国内最新動向整理 

 

１）わが国の化学物質規制行政 

 REACH の制定・発効だけではなく、欧米や中国等の国々でも化学物質管理に関する規制の動

きは強まっており、日本政府内部にもこういった国際的な趨勢に対応しようという動きが見られ

る。 

 その端的な例が化学物質審査規制法（以下、化審法）見直しの動きである。同法は 2003 年に

改正されているが、新たな改正に向けた検討が始まっている。 

 

 今回の化審法改正が日本版 REACH 策定を目指すものであると現段階で断定はできないが、

REACH を意識した内容になる可能性は念頭に置く必要がある。また、こういった動きに象徴さ

れるように今後 REACH が「EU だけの特殊な化学物質規制」ではなくなる可能性も指摘できよ

う。 

 

２）登録支援サービス等の拡大 

 REACH で化学物質庁に対して登録を行えるのは EU 域内の製造者・輸入者などに限られ、域

外企業が登録しようとすれば EU 内に「唯一の代理人（Only Representative）」を置き、彼らを

通じて行う必要がある。 

 「唯一の代理人」とし得る相手とは具体的にどのような企業なのかという点について昨年度調

査の段階では情報が乏しかったが、この一年の間にはテュフ・ズードなどの海外コンサルティン

グ企業に加え、(社)産業環境管理協会や（株)住化分析センターなどのように国内機関・企業が海

外のコンサルティング会社と提携したり、海外法人を設置して日本企業向けに登録支援サービス

を行う例が増加している。 

 

 

３-３. 国内機械産業の REACH 対応状況の調査・分析 

 

 今年度調査で実施したアンケート調査の概要は以下の通りである。 
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調査方法：調査対象① 自記式郵送法 

     調査対象② 電話依頼の上、自記式郵送法 

調査期間：平成 19 年 8 月 23 日～9 月 21 日（締切日 9 月 14 日） 

 

調査対象①： 

  日機連の EU 新環境規制調査検討専門部会の委員および、循環型社会研究委員会の委員、

及び上記 2 委員会以外の日機連担当窓口（全 49 先） 

調査対象②： 

  日機連団体会員の 22 工業会（協会）の正会員より、200 社を抽出。 

回収率： 

  送付 249 社に対し、有効回答 139 社。有効回答率は 55.8％と非常に高率であり、機械業界

の REACH に対する関心の高さを伺わせる。 

 

 アンケート調査結果のポイントとしては以下の諸点が指摘できる。 

 

1）中小企業の認識・対応の遅れ 

 REACH に対する認知度を企業規模（資本金）別に見ると、企業規模が小さくなるほど REACH
の認知度も低下するという顕著な傾向が認められる。資本金 1 億円未満の企業では REACH につ

いて「ある程度知っている」という回答も 25％、つまり 4 社中 1 社にとどまっており、大企業と

の認知度の差は極めて大きい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2）情報不足に対する危機感 

 REACH 対策を進めていく上での問題になる要素に関して、「知識・情報の不足」を指摘する

声が最も多く、次いで「調達・供給企業間の化学物質情報提供体制」という回答が多い。言い換

えれば、個々の企業単位で持つ REACH 情報の量的・質的向上と、サプライチェーンという一つ

の企業群としての対応が課題として認識されていることがわかる。 

   

資本金規模別REACH認知状況

0% 20% 40% 60% 80% 100%

～1億円未満

～10億円未満

～100億円未満

～1000億円未満

1000億円以上

詳しく内容を知っている

ある程度内容を知っている

名称は知っているが内容は知らない

名称も内容も知らない

無回答
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3）機械メーカーの懸念ポイント 

 今回のアンケート調査における自由回答で知りたいことの具体的なポイントとして言及されて

いる例が多いのが､｢意図的な放出の判断の難しさ」と「SVHC をはじめとする規制対象物質リス

トが未公開であること」に関する指摘である。 

 前者は定義・解釈が極めて不明確なために、後者については具体的物質リストがまだ公開され

ていないために対応が難しくなっており、それが機械メーカーにとっても大きな問題になってい

る。 

 

 

３-４. 欧州現地動向調査 

 

    2007 年の 10 月に欧州現地動向調査を実施。訪問先は以下の通りである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 全体的な傾向として指摘できることは、欧州の機械メーカーも REACH に対しては強い危機感、

負担感を持っているということであり、その危機感を集約すると以下の諸点にまとめられる。 

 

1）仕入れ品の途絶 

 機械メーカーが調達していた材料が、REACH によって「製造が（あるいは輸入が）ストップ

する」という可能性は機械メーカーにとって重要なリスクとなる。数少ない、あるいはたった 1

  
REACH対策推進上の課題（複数回答）
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日付 国・都市 ヒアリング先 

・VDMA（ドイツ機械工業連盟）※ 
(Verband Deutscher Maschinen und Anlagenbau e. V.) 
・Linde 社（フォークリフトメーカー大手）※ 

 

10/22（月） 

ドイツ 
ﾌﾗﾝｸﾌﾙﾄ 

・A 社（日系化学メーカーの欧州商事拠点） 
10/23（火） マンハイム ・John Deere 社※（トラクター等、農機具大手、本社は米国） 

・JCCE（Japan Chemical Companies Council in EUROPE） 
（欧州に拠点を持つ日本の化学メーカーによる協議会） 

 

10/24（水） 

ﾃﾞｭｯｾﾙﾄﾞﾙﾌ 

・B 社(日系総合商社のドイツ法人) 
10/25（木） ケルン ・TUV Rheinland※（ドイツ国内の環境コンサルティング企業大手）

・JETRO プラハ事務所 10/26（金） チェコ 
プラハ ・C 社（チェコ国内に製造事業所を持つ日系メーカー） 
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社からの供給に依存していた特殊な材料の供給が、REACH のために途絶するというリスクを成

形品メーカーは抱えるわけであり、これは機械を初めとした成形品メーカーにとっては死活問題

にもなり得る。 

 

2）知的財産の流出 

 実際にあった例だが、ある会社がネジを止める接着剤の代わりに特定のマニキュアを使ってい

た。REACH 規制がかかった場合、マニキュアメーカーが用途として「爪に塗る」ことで登録し

ても「接着剤」としての用途も一緒に登録してくれる可能性はない。その会社はマニキュアメー

カーに対して､｢ネジ用接着剤としての用途も登録して欲しい」と依頼するかもしれない。 

 ネジ用接着剤という用途も含めて登録されれば、その会社はそのマニキュアをそれまで通り接

着剤として使い続けることができるが､｢マニキュアをネジの接着剤に使う」というノウハウは他

企業に流出することになる。 

 製造工程で使う切削油に独自ノウハウで添加剤を混ぜるといった使い方も「登録用途」から外

れれば同じ問題に直面することになり、REACH が機械メーカーの製造ノウハウ流出という危険

を招く。 

 

3）国際的な技術競争力の低下 

 たとえばいろいろな材料のテストをするような場合に、複数の薬剤を様々な調合比率で混ぜて

試験を繰り返すような場合もある。 

 だが、REACH では「登録された用途」以外での使用は出来ないことになるから、たとえば材

料 A と材料 B を混ぜるというような「新しいテスト」は行えないということになる。 

 また、REACH 規制そのものが厳しいため、REACH 規則のない EU 以外の地域、たとえば南

米に工場を移転し、EU 以外から材料を仕入れ、EU で作るのよりも安く製造した上で EU 以外

の地域で売るという形が増えることも十分予想される。 

 

 

３-５. 我が国機械産業への影響評価、情報サポートに関する考察 

 

1）機械メーカーとしての REACH 対応の考え方 

 成形品メーカーが REACH において課せられる義務は、単純化すれば 7 条の規定された二つ

の義務、それに 33 条に規定された「消費者・川下ユーザーへの情報提供」という三つに集約

できる。 

 

 ①意図的放出物質が一定量以上ある場合の登録義務（7条1項） 

 ②SVHCを一定量以上含有する場合の届出義務（7条7項） 

 ③川下ユーザー・消費者から要望があった場合のSVHC含有情報提供義務（33条） 

 

 このうち、②については 2011 年 6 月 1 日からのスタートであり、また、③についてはⅠ章で
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触れたように SVHC 物質リストの公開は「2009 年 6 月 1 日までに」と定められている。 

 一方、①については予備登録が 2008 年 6 月 1 日から始まることが決まっており、予備登録期

間が 6 ヵ月間であることもはっきりしている。 

 従って、機械メーカーにとって最も優先すべきは、上述①～③という三つの義務のうちの①「意

図的放出物質の予備登録」への対応であると言える。機械産業に対する REACH 情報サポートと

いう面でも、このような優先順位をつけた取り組みが重要であることを中小企業等に伝達する必

要がある。 

 

2）機械メーカーへの情報サポートのあり方 

 アンケート調査の結果などからも我が国の機械産業、特に中小企業をサポートするためにはま

ず的確な REACH 関連情報を提供することが求められる。我が国の機械メーカーに的を絞った

REACH 情報サポートに際しては、業界団体の位置づけが重要になり、そのサポートの方向性と

しては以下の諸点が指摘できる。 

 

①機械業界全体への情報サポート 

 REACH は非常に複雑・膨大な規制であり、全てを理解するのは極めて困難である。上でも指

摘したように､｢成形品メーカーに求められる対応」に絞り込んだ情報提供を行うことが有効と考

えられる。情報提供の方法としては、地方の中小メーカーをケアするという意味からも、ネット

やパンフレットなど、地方のメーカーでも REACH 情報を収集できるような方法を検討すること

が必要であろう。 

 また、経済産業省が来年度以降に国としてさらなる支援策を打ち出す可能性が考えられること

から、その動向を注視し、国+業界として相乗効果の期待できるようなサポート策を検討するこ

とも留意しておくべきポイントであろう。 

 

②業界単位でのサポート 

 同じ機械産業ではあっても、業種・業界によって特性の差は大きい。業種や製造品目の特性を

考慮した上での具体的な REACH 対応の検討となると、同業メーカーが集まった工業会単位での

取組みも重要となる。 

 また、各工業会加盟メーカーには中小企業も多く含まれていることから、中小企業を意識し、

業界特性を踏まえた上で、実践的な REACH 情報を提供するなどのサポートが果たす意味は大き

いと期待される。 

 

③継続的な REACH 情報収集と発信 

 REACH 規則に関してはまだ不明な部分、未公開の部分などが残っており、その一方で化学物

質庁の本格的稼動や予備登録は 2008 年 6 月から始まる。また、日本でも化審法の改正に向けた

検討が始まるなど、今後も継続的に注視すべき動きは内外に存在している。従って、今後も

REACH 関連動向や日本での法改正動向、企業の対応動向などをウォッチし、その情報を我が国

の機械産業にフィードバックすることは、業界団体に期待される重要な役割といえる。 
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調査研究の概要 

 

１．調査目的 

 

 本調査は、欧州の化学物質規制「REACH規則」に関し、昨年度調査以降の新たな情報をアッ

プデートしつつ、同規則に対する国内外機械産業・関連機関の認識状況や対応状況等について調

査を行い、我が国機械産業としての今後の取り組み課題を抽出することで、我が国機械産業の競

争力向上に貢献することを目的として実施した。 

 

 

２．調査研究の主な内容と方法 

 

 １）REACH関連最新情報の整理 

    文献調査、Web調査、国内機関訪問面接ヒアリング調査等による 

 

 ２）国内機械産業のREACH対応状況の調査・分析 

    （社）日本機械工業連合会の法人会員企業および団体会員である工業会の加盟企業に対

するアンケート調査 

 

 ３）欧州現地動向調査 

    ドイツ、およびチェコにおいて現地企業・機関訪問面接ヒアリング調査 

 

 ４）我が国機械産業への影響評価、情報サポートに関する考察 

    １）～３）の各調査結果に基づいた分析と考察 

 

 

３．調査期間 

 

 １）REACH関連最新情報の整理              2008年1月～2月 

 ２）国内機械産業のREACH対応状況の調査・分析      2007年8月～9月 

 ３）欧州現地動向調査                   2007年10月 

 ４）我が国機械産業への影響評価、情報サポートに関する考察 2008年3月 
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Ⅰ．REACH規則に関する最新動向整理 

 
１．EUサイドの動向整理 

 
１-１．REACH規則に関するその後の状況 

 
1）REACHに関する状況整理 

 昨年度調査から今年度までの間には、2007年6月1日にREACH規則が発効し、同時に化学物質

庁が正式稼動に向けた準備を開始するなど、REACH規則に関してもいくつかの動きがあった。

その一方でSVHCリストが未公開であり、成形品メーカーにとっては特に重要なREACHガイダ

ンス文書（REACH Implementation Project=RIP）であるRIP3.8の最終決定稿が発表されていな

いなど、不透明な部分も残っている。 
 こういった状況を踏まえ、本項では我が国機械メーカーにとって重要なRIP3.8やSVHCリスト

公開の状況、さらに新たにヘルシンキに設立される化学物質庁の状況などについて最新動向を整

理した。 
（※本項は2008年1月～2月初旬時点での情報に基づいている） 
 

2）RIP3.8に関する動き 

 RIP3.8の正式な表題は「成形品に含まれる物質に関する要求事項についての技術ガイダンス文

書」である。ここでは意図的放出やSVHCの0.1wt%含有による登録・届出その他、成形品に含ま

れる化学物質が規制対象になる条件等が記されていることから、機械メーカーにとっては重要な

REACHガイダンス文書になる。このRIP3.8は2008年1月になった段階でも、まだ2006年に公表

された「Draft Final」バージョン、つまり技術カイダンス文書としては「最終ドラフト」の状態

であり、最終決定版にはなっていない。 

 RIP3.8最終決定版は当初2007年の秋頃には公表されるといわれていたが、当該文書が成形品に

関する規定であり、影響をうける業界が極めて広いことから、RIP策定のワーキンググループ等

ではかなり複雑な議論が続いているといわれており、これが最終決定版の発表の遅れにつながっ

ているとみられる。 

 RIP3.8の決定稿がいつ公表されるかは予測が難しいが、予備登録が開始される2008年6月まで

には公表されるべきものであることから、いずれにしても近い将来に最終決定版が公表されるこ

とを想定しておく必要がある。 

 

 成形品の定義や意図的放出の具体例等、RIP3.8において成形品メーカーにとって重要なポイン

トについて最終ドラフト段階での記述内容を整理すると以下のようになる（最終ドラフトの文章

については環境省仮訳（Ver.1.0）をベースにしている）。
※
 

                                                  
※http://www.env.go.jp/chemi/reach/reach/RIP3.8draft_1.0.pdf 
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ポイント RIP3.8最終ドラフトでの記述 

 

成形品の定義 

規則3条の定義は「成形品とは、生産時に与えられる特定な形状、表面又はデ

ザインがその化学組成よりも大きく機能を決定する物体をいう」。 
他の成形品と組み合わされてコンピュータや自動車を構成するサブユニット

となる複合成形品であってもよい。毛糸やアルミダイキャスト部品のように、

その後の工程で加工されるものであっても成形品となる。 
 

意図的放出に

関する具体例 

①成形品の最終的な使用機能のために放出が不可欠である、当該物質の放出

なしでは成形品が十分に機能しない→該当 
・フェルトペンからのインク ・ガラスクリーニングワイパーからの洗剤 
②放出が成形品の品質又は副次的機能の向上に寄与する→該当 
・匂いつき消しゴム 
③製造工程において不純物を除去している間に生じる放出→非該当 
・加工性改善のため織物に糊を加え、その後の湿式工程で糊が放出 
④使用中、メンテナンス中に起き、広い意味で品質や安全性向上を意味する

が放出された物質が成形品の機能向上に寄与しない→非該当 
・消費者が衣類を洗濯するうちに加工工程で残った染料や糊等が除去される

⑤化学反応に伴って発生する放出→非該当 
・引火による成形品からの物質の放出 ・コピー機からのオゾンの放出 
⑥媒体を熱することで放出されるケース→該当 
・香入り蝋燭 ・お香 

SVHC0.1wt% 

算出定義 

0.1wt%の濃度閾値は、製造又は輸入される成形品全体の平均濃度を参照す

る。 
平均濃度算出方法はSVHCの量（g）・100／成形品全体の重量（g） 

成形品含有 

SVHC情報 

提供 

①0.1wt%を超え、1t/年を超えている場合→化学物質庁に届出義務あり 
②0.1wt%を超えている場合→成形品の受領者（川下ユーザー）に情報提供 
③0.1wt%を超えている場合→消費者に情報提供 
②と③は要請を受けた後45日以内に物質名その他安全使用を認めるに十分な

情報を無料で提供 
 
 現在公表されている最終ドラフトと、今後公表されるはずの最終決定版との間で、内容的にど

のくらいの差異が生じるかは成形品メーカーにとっては重要な問題であるが、これについても予

測は困難である。しかし、予備登録開始が近づいた段階で、最終ドラフト文書に根本的な改変が

加えられるとは考えづらく、大枠としては最終ドラフトと大きな違いはないと予想される。 
 ただ、RIP3.8の最終ドラフトに対しては、様々な業界から意見・要望が寄せられているとみら

れることから、これらを加味してある程度の修正や追加、たとえば定義付けをより明確にするた

めの例示が最終決定版で追加されるといった可能性はある。 
 たとえば「意図的な放出」の具体例がRIP3.8の最終ドラフトではいくつか示されているが（フ

ェルトペンのインク、ガラスクリーニングワイパーの洗剤、匂い付き消しゴム等）、最終版では「意

図的放出の例（あるいは、そうではない例）」としてさらにいくつかの具体例が提示され、メーカ

ーが判断する上での多少の助けになるということは期待できる。 
 ただ、そういった例示が追加されたとしても、依然として「判断に迷う余地」というのが相当
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残ることが考えられる。 
 
 また、SVHC含有の閾値である0.1wt%のいわゆる「分母問題」は、現在のところ「成形品全体

の重量」というRIPの中の文言を文字通り解釈し、仮に成形品が自動車やクレーン、あるいは船

といった大きな重量を持つものであっても、そのまま分母になるという考え方で決着したとされ

ている。従って、RoHSやELVのように均質材料（homogeneous material）を分母として含有量

を決定するのとは異なる考え方に基づくことになり、Ⅴ章でも触れるように結果的には大型機械

を作るメーカーには有利な形となった。ただ、REACHも均質材料を分母とすべきであるという

議論がEU内でなされていたことはヒアリング調査などでも指摘されており、RIP3.8の最終決定

版で分母問題がどこまで明確にされるかも現状では不明である。 
 
3）高懸念物質（SVHC）リストの公開 

 高懸念物質リストがまだ公開されていない点については昨年度調査報告書でも触れているが、

ほぼ1年たった現在もリストは公表されておらず、REACH規則文書の附属書XIV（ANNEX XIV）

のページは空白のままになっている。 

 

 このリストがいつ公開されるのかについては、「予備登録開始までには公開」「本登録までに公

開」など様々な見通しがあり、逆に言えば現在はリスト公開時期の正確な見通しが立たない状態

である。成形品メーカーにとって附属書XIVが重要なのは、このリストが「0.1wt%超含有し、1 t 
/年を超えていれば届出」という義務が発生する対象物質だからであり、このリストが確定しなけ

れば届出義務が発生するかどうかも確定できないということになる。 

 REACH規則の第58条「附属書XIVへの物質の収載」の第3項をみると、「化学物質庁は､2009
年6月1日までに、附属書XIVに収載されるべき優先物質の最初の勧告を行わなければならない」

（日本語訳は環境省仮訳版による）という文言が見られることから、遅くとも2009年6月1日まで

にはSVHCリストは発表されると考えられる。 

 ここで考慮すべきは、SVHC含有成形品の化学物質庁への届出開始は2011年6月1日からである

という点であり、仮にリストの確定が2009年まで遅れたとしても、多少の時間的余裕がある。 

 もう一つの考慮点は、指令67/548/EECというEEC時代の1967年に出された「化学物質の分類

と表示に関する指令」の存在である。この指令はREACHの前身に相当する化学物質に関する指

令であり、以下に掲げるようにREACH条文で「附属書XIVに含むことができる」とされている物

質についても、指令67/548/EECに従うことが記されている。 

 (a) 指令67/548/EECに従って、発がん性区分1又は区分2の分類基準を満たす物質

 (b) 指令67/548/EECに従って、変異原性区分1又は区分2の分類基準を満たす物質

 (c) 指令67/548/EECに従って、生殖毒性区分1又は区分2の分類基準を満たす物質

 (d) 附属書ⅩⅢに定める基準に従って、難分解性、蓄積性及び毒性を有する物質 

 (e) 附属書ⅩⅢに定める基準に従って、極めて高い難分解性、蓄積性を有する物質

 (f)（詳細は省略。ケースバイケースで特定される物質） 
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 将来公表されるSVHCリスト、すなわちREACH附属書XIVの中身の検討は67/548/EECのリス

トをベースに、それを大幅に見直すこという形で行われているとみられる（2008年1月現在で31
次の見直しが行われている）が、現在European Chemicals Bureauがネットで公開している

67/548/EEC付属文書の物質リストは、3,000を超える物質が毒性区分やカテゴリー別区分などが

なされない状態で並べられたエクセルファイルであり、ここからSVHCリストの輪郭を描くのは難しい。 

 

 別の指令である76/769/EEC「危険な物質及び調剤の上市と使用の制限に関する指令」におい

ては発がん性、変異原性、生殖毒性のカテゴリー別物質リストがやはり附属文書として公開され

ている
※
。なお、この76/769/EECの附属文書と同じとみられるリストは、REACH規則の附属書

XVIIでも52の制限物質リストの後に付録として掲載されている。 

 この物質リストは数百ページにわたる膨大なものであり、環境省のREACH仮訳版では省略さ

れている。また、どちらのリストにおいても変異原性：mutagensのカテゴリー1の記載がない。

しかし、いずれにしても附属書XIVとして公開されるべき前掲の(a)～(f)のうち、少なくとも(a)

～(c)についてはこのリストが土台になると考えられる。 

 また、REACH規則第67条の3項では附属書XVIIに関して欧州委員会は「2009年6月1日までに

これらの制限についての目録を編集し、公表しなければならない」と記されており、この記述か

らもSVHCリストの公表が2009年6月1日（実質的には5月末）になる可能性は高いと考えられる。 

 

 SVHCリストが公開されないことは、ある種の矛盾とも言える状況を生み出している。先に掲

げた表にもあったSVHC含有が0.1wt%を超えている場合の川下ユーザーや消費者に対する情報

提供義務は、法的には2007年の6月1日、すなわちREACH発効と同時に有効になっている。つま

り法律上はSVHCを0.1％超含有していれば消費者から要求があった場合、安全使用情報を「45
日以内に無料で」提供しなければならないという状況はすでに始まっているが、実際にはその対

象物質は未公開であるため、情報提供を要求する消費者はいないということになる。 

 後述するアンケート調査においても、SVHCリストの問題は我が国の機械メーカーが懸念する

ポイントの一つとなっており、今後も注意が必要である。 

 

 

１-２．化学物質庁（ECHA）に関する動き 

 

1）組織整備状況 

 2007年6月1日のREACH発効から2008年6月1日の予備登録開始までの期間は、化学物質庁にと

っては「設立準備期間」とされ、この間に組織体制の整備や職員の採用などを行うとされた。 
 すでに同庁の事務局長は前欧州委員会産業総局の責任者であったGeert Dancet氏が決定して

おり、さらに庁内の検討機関である「リスク評価委員会」のメンバーが加盟国27カ国から37名が

任命され、同様に「社会経済分析委員会」のメンバーも追って決定する予定である。 

                                                  
※http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=CONSLEG:1976L0769:20071003:EN:PDF 
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 このような上部人事に加え、化学物質庁の一般職員の雇用も進んでいる。2007年6月に化学物

質庁が発表した「ECHAとREACHについてのQ&A」によると、化学物質庁職員は2007年末で約

100人、2008年には約200人に増やし、2010年までには450人規模に増やすとされている。しかし、

2008年6月からはEU機関の一つとして正式に稼動し、予備登録で世界中から膨大な化学物質情報

が化学物質庁に集中することを考えると、2008年段階で200人程度の職員では対応しきれないの

ではないか、と指摘する声は今回の欧州現地調査でも聞かれた。 
 
2）手数料規定等に関する動き 

 REACH規則に則って化学物質を登録するためには、申請者は化学物質庁に対して登録手数料

を支払う必要がある。この手数料についてはこれまで具体的な金額に関する情報がほとんどなか

ったが、2007年10月23日に手数料規定（Commission Regulation）のドラフト版が公表された
※
。 

 この手数料規定ドラフト版は最終的に欧州委員会での承認・決定を経て2008年6月1日、すなわ

ち予備登録開始時までに決定するとされているが、すでに2007年12月14日にはREACHの手数料

金額についてEU加盟各国政府が承認したとも報じられており、実質的にはこのドラフト版に記載

された登録手数料体系のまま欧州委員会で決定することになるとみられる。 

 

 ドラフト版に記された登録手数料は中小企業に対する割引料金などが設定されており、さらに

単独登録か共同登録かによっても料金に差があるなど、かなり複雑なものになっているが、その

うち、登録手数料と変更（t数帯の変更）による登録更新手数料を示すと以下の通りになる。 

 
登録手数料（単位：ユーロ） 

割引料金 標準料金 

中企業 小企業 零細企業 

 

t数帯区分 

単独 共同 単独 共同 単独 共同 単独 共同 

1～10 1,600 1,200 1,120 840 640 480 160 120 
10～100 4,300 3,225 3,010 2,258 1,720 1,290 430 323 
100～1000 11,500 8,625 8,050 6,038 4,600 3,450 1,150 863 
1,000以上 31,000 23,250 21,700 16,275 12,400 9,300 3,100 2,325

 

登録情報変更に伴う更新手数料（ｔ数帯変更の場合、単位：ユーロ） 

割引料金 変更区分 標準料金 

中企業 小企業 零細企業 

from to 単独 共同 単独 共同 単独 共同 単独 共同

10～100 2,700 2,025 1,890 1,418 1.080 810 270 203 
100～1000 9,900 7,425 6,930 5,198 3,960 2,970 990 743 

1～ 
 10 

1000以上 29,400 22,050 20,580 15,435 11,760 8,820 2,940 2,205
100～1000 7,200 5,400 5,040 3,780 2,880 2,160 720 540 10～ 

100 1000以上 26,700 20,025 18,690 14,018 10,680 8,010 2,670 2,003
100～1000 1000以上 19,500 14,625 13,650 10,238 7,800 5,850 1,950 1,460

出典：Commission Regulation(EC) on the fees and charges payable to the ECHA…（後略） 

   ファイルより抜粋。項目については東レ経営研究所が日本語訳。 

                                                  
※http://www.reach.sgs.com/cts_reach_draft_of_regulation_fees_to_echa_nov_07.pdf 
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 仮に1€＝160円で計算すると、1,000t以上の物質を単独登録した場合の標準登録手数料は

31,000€であるから496万円となる。川上の化学メーカーや商社などであれば、1社で登録対象物

質の数が2桁台になるといったケースは十分考えられ、もし単独で1,000t以上/年の物質を20件登

録すれば、標準料金であればそれだけでほぼ億の単位に達する。 
 
 また、「1～10t帯」で登録していた物質の製造や輸入を「1,000t以上帯」に変更する場合の単独

標準更新手数料は29,400€だが、この場合最初の「1～10t帯」での登録時に1,600€払っているこ

とが前提になるため、合計すると「1～10t帯」で最初から登録していた場合と同額の31,000€に
なる。 
 
 なお、ここに掲げた二つの手数料料金表をみてもわかるように、標準金額に対して中企業は

7/10、小企業は4/10、零細企業であれば1/10という割引がなされており、企業規模の差に応じて

かなり傾斜的な料金設定になっている。 
 この企業規模の区分定義についてはCommission Regulationのドラフト版の中では特に説明さ

れていないが、2005年に変更されたEUの中小企業定義に基づいていると見られる。参考までに

同定義による企業区分基準を掲げると以下の通りとなる。 
 
〈参考〉欧州委員会が規定した中小企業区分定義 

区 分 定 義 

中企業 

（medium 

enterprise） 

従業員50人以上250人未満、かつ売上高5,000万ユーロ以下または資産総額

4,300万ユーロ以下。 

小企業 

（small enterprise） 

従業員10人以上50人未満、かつ売上高1,000万ユーロ以下または資産総額

1,000万ユーロ以下。 

零細企業 

(micro enterprise） 
従業員10人未満、売上高200万ユーロ以下または資産総額200万ユーロ以下。

（出典：JETRO ブリュッセルセンター資料） 

 
3）化学物質庁2008年予算状況 

 化学物質庁にとって実質的には「初予算」となる2008年予算は6,640万ユーロで承認されてお

り、これは日本円になおすと約106億円という予算規模になる（1€＝160円換算）。この年間予算

のほとんどはEU予算で賄われるが、6％弱にあたる380万ユーロ（約6億円）は化学品登録手数料

収入を充てる予定となっている。 
 
注）昨年度調査報告書においてはREACH制定に伴って新たにヘルシンキに設置されるEU機関

（ECHA：European Chemical Agency）の日本語名称を「欧州化学品庁」と記載していたが、

環境省仮訳版では「化学物質庁」という訳語を用いていることから、今年度調査報告書もこの

訳語を用いている。（アンケート調査票内の記述を除く）。 
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２．国内最新動向整理 

 
２-１．日本政府の化学物質行政に関する動き 

 

 REACHの制定・発効だけではなく、欧米や中国等の国々でも化学物質管理に関する規制の動

きは強まっており、日本政府内部にもこういった国際的な趨勢に対応しようという動きが見られる。 
 その端的な例が化学物質審査規制法（以下、化審法）見直しの動きである。同法は2003年に改

正されているが、新たな改正に向けた検討が始まっている。 
 すでに経済産業省では2006年に産業構造審議会の化学・バイオ部会化学物質政策基本問題小委

員会において化学物質管理行政のあり方の再検討を進め、同年暮れに出された中間取りまとめで

は改正の方向性として、 
 
 ①製造・輸入段階に加え、上市後の管理のあり方の検討 
 ②暴露シナリオなども含めたリスクベースでの物質管理に推進 
 ③既存化学物質に関しても新規物質と同様の規制 
 ④REACHや米国のTSCAなどの動向も踏まえた国際的制度調和の実施 

 
 などの諸点を初めとして、化学物質管理行政の見直しの必要性がうたわれている。 
 
 この中間とりまとめを受け、すでに化審法改正に向けた具体的な動きも本格化しており、2008
年の1月31日には化審法を共同管轄している厚生労働省、経済産業省、環境省の3省によって化審

法見直しに向けた合同委員会が開催されている。この委員会での審議を経て、3省の間では2009
年の通常国会には改正法案を提出するスケジュールがすでに固まっている。 
 
 上市後、すなわち製品化された段階での化学物質管理とは、最終製品としての成形品も含めた

広範囲な化学物質管理を目指したREACHの思想に近づいたものと言え、また、これまでのハザ

ードベースだけではなく、暴露可能性も踏まえたリスクベースに基づく化学物質管理という考え

方もREACHと重なるものである。 
 今回の化審法改正が日本版REACH策定を目指すものであると現段階で断定はできないが、

REACHを意識した内容になる可能性は念頭に置く必要がある。また、こういった動きに象徴さ

れるように、今後REACHが「EUだけの特殊な化学物質規制」ではなくなる可能性も指摘できよう。 
 
 
２-２．REACH対応に関するその他の動き 

 
1）登録支援サービス拡大 

 REACHで化学物質庁に対して登録を行えるのはEU域内の製造者・輸入者などに限られ、域外

企業が登録しようとすればEU内に「唯一の代理人（Only Representative）」を置き、彼らを通じ
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て行う必要がある。 
 「唯一の代理人」とし得る相手とは具体的にどのような企業なのかという点について、昨年度

調査の段階では情報が乏しかったが、その後国内の企業・機関がEUの環境コンサルティング企業

と提携するなどして日本企業向けの登録支援ビジネスをスタートしたり、EU環境コンサルティン

グ企業の日本法人がREACH登録支援ビジネスを日本で展開するといったケースが増え、現在で

は唯一の代理人サービスの相談対象としてある程度の選択の幅が出来つつある。 
 
 REACHへの対応サポートや登録支援等の業務を行っている主要企業・機関を列挙すると以下

のようになる。 
 
①（社）産業環境管理協会（JEMAI） 

 イギリスの大手環境コンサルティング企業PTK社と提携し、日本企業向けのREACH登録

支援サービス業務を実施。また、登録支援サービスと並行して英国ハル大学のカリキュラム

を用いた登録実務者要請のための講座なども実施。 
②（財）化学物質評価研究機構（CERI） 

 2008年1月にテュフズードジャパンとREACH登録支援業務で提携覚書を調印。国内4箇所

あるCERIのラボも積極的に活用して日本企業向けの調査や評価、分析試験等の需要に対応。

③（株）住化分析センター 

 オランダに現地法人（SCAS Europe SA/NV）を設立。日本本社が営業窓口や評価、分析

等のサービスを行い、現地法人が登録や情報収集業務を担当。 
④ テュフズードジャパン（株） 

 ミュンヘンに本社の持つドイツ環境コンサルティング企業大手TUV SUD（正確には二つ

のUにウムラウト）の日本法人。化学物質評価研究機構との提携と並行し、日本法人独自で

も日本企業向けの唯一代理人サービスを展開。 
⑤ テュフラインランドジャパン（株） 

 ケルンに本社を持つドイツの環境コンサルティング企業大手TUV Rheinland（正確にはU
にウムラウト）の日本法人。 

 
 REACHには規制本編や附属文書、その他各種のガイダンス文書などを含めれば数千ページに

及ぶほどの膨大な内容を含んでおり、しかも当然のことながらそれらの公表に際してEUサイドが

日本語をサポートすることは全くなく、今後も可能性はない。 
 規則の内容が極めて複雑であり、その上、言語上の不利で条文解釈にも一層の困難が伴うとい

うことを考えれば、「日本語で登録をサポートしてもらえる」ということが日本企業にとって大き

なアピールポイントであり、日本企業向けに的を絞った代理人サービスビジネスは、今後かなり

のニーズを集めると予想され、新たな欧州系コンサルタントの参入等の可能性も十分考えられる。 
 
2）その他関連機関の動き 

 化審法改正の動きとは別に、関連する公的機関の間でもREACH対応に向けた動きが見られ、
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その代表的なところでは（社）海外環境協力センターが2007年7月に設立した化学物質国際対応

ネットワークが挙げられる。これはREACHへの対応というテーマだけにとどまらず、世界各国

が化学物質政策の改変を単に環境政策という枠にとどめず、いわば国益にも影響する戦略として

重視する中で、我が国の国際的な化学物質戦略を官民で探ることを目的とした組織といえ、国の

官庁では先の化審法改正に関わる三官庁である厚生労働省、経済産業省、環境省の3つがともに

幹事団体として参加している。 
 産業環境管理協会が物質の登録支援など、直近の実務的課題対応をサポートしているのに対し、

同ネットワークはもう少し将来を見据えた戦略対応に力点を置いている。 
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３．国内関連機関最新動向ヒアリング調査 

 
 前項で触れた産業環境管理協会と海外環境協力センターには本調査においてヒアリング調査を

実施している（調査実施期間：2007年10～11月）。以下は両機関のヒアリング結果をまとめたも

のである。 
 
 
３-１.（社）産業環境管理協会 REACH登録支援室 

 

1）REACH登録支援室の活動内容 

 当協会が行っているのは、EU域外企業がEUにREACH対象物質を輸出する際に必要になる化

学物質庁に対する登録や届出などの手続をEU内のコンサルティング企業等に委託する、すなわち

REACHで言うところの「唯一の代理人」業務の日本窓口である。REACHで届出や登録を行える

のは欧州内にある企業・機関等であり、当協会自身が化学物質庁に対する登録・届出の主体とは

なることはない。実際のREACH登録支援事業に関しては、当協会が提携しているイギリスのコ

ンサルティング企業であるPTK社（Protection Through Knowledge Limited）が行うことになる。 

 

2）登録支援業務の現状と見通し 

 化学物質の仮登録は来年6月から開始されるが、すでに当協会のREACH登録支援室にも多くの

日本企業から問い合わせや相談が寄せられており、その数はすでに数十社というレベルに達して

いる。 
 この数十社のうち、ウェイトとして多いのはREACHでいう物質・調剤にあたる川上系メーカ

ーであるが、成形品メーカーも3分の1から4分の1程度含まれており、機械や部品等成形品メーカ

ーも高い危機感を持っていることが伺える。 
 
 登録や届出など、REACHの対象となる物質を欧州に輸出している日本メーカーにとって、も

しそういった手続きを欧州の代理人企業に委託した場合、どのくらいのコストがかかるかという

のは重要な問題であろう。現状ではこの質問に対する回答はかなり大まかなものにならざるを得

ないが、物質の量に応じて登録料自体が高くなるという点、量が多くなるほど要求されるデータ

や提出書類等も増えるという前提に立ち、さらにそれらを代理人企業に委託するコストもかかる

と考えると、予備登録終了後の本登録においては最も量の少ない「1t～10t/年」のクラスであっ

ても1物質につきおおよそ数百万円単位のコストになると予想され、最も量の多い「1,000t/年～」

クラスになると、おそらく億の単位になるのではないかと予想されている。 
 ただし、これらはすべて予備登録終了後の本登録に要するコスト見通しであり、予備登録に際

しては基本的に登録料は必要ない。もちろん、当協会を通して予備登録を当委託する場合は完全

に無料というのは難しいが、必要なのは1物質につき数万円程度の手数料であり、本登録スター

ト後のコストに比べれば大幅に少ない。 
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3）成形品メーカーとしての留意点に関する見解 

 機械や部品などのアーティクルのメーカーにとってREACHが関係してくるのは主に7条に

なり、具体的には、 
①意図的な放出があり、その物質が1t/年を超える場合→登録 
②SVHCの濃度が0.1wt%を超え、かつSVHCの総量が1ｔ/年を超える場合→届出 
③総量は1t/年未満であるが、SVHCの濃度が0.1wt%を超える→川下ユーザーへの情報提供 

という3つのどれかにあてはまればREACHに無関係ではいられなくなる。 
 しかし、実際にこの3つの条件のどれかに当てはまるかどうかを判断するのは難しいのも事実

である。判断を難しくしている要因はいくつかに整理されているが、特に重要なものとして以下

の３つが指摘できる。 
 

①意図的な放出の定義 

 現在「Final Draft Report」の段階であるRIP3.8では「意図的な放出」の例がいくつか挙が

っているが、まだまだ判断に迷う部分は大きい。いずれ出る「Final Report」でこれが解消さ

れると期待するのは難しく、最終レポートが出ても結局はある特定製品が意図的放出にあたる

か、あたらないかで迷う場面は多くなるのは避けられないと予想され、一種のグレーゾーンを

内包したままで予備登録が開始される公算が大きい。 
 
②分母問題 

 SVHCの含有量が重量比0.1wt/%を超えるかどうかは成形品の届出義務の有無に直結する重

要な問題であるが、この「0.1wt%」という含有比率の分母が何であるかという問題がまだクリ

アになっておらず、一部で「分母問題」などとも呼ばれている。 
 同じ0.1wt%であっても分母が「チップ1枚」か「そのチップを搭載したパソコン」かでSVHC
の許容量は全く違ってくる。同様にたとえばカーナビの装置を分母にするか、それを搭載した

車1台を分母にするかで0.1wt%は大変な違いがでる。 
 機械産業の場合、特に重機械や造船などの業種であれば分母に巨大な最終完成品の数字をあ

てはめた場合、トン単位の分母も珍しくなくなる。当然、SVHCのリミットもkg単位というと

なるが、これほど大量のSVHCを含んだ機械や耐久消費財は考えづらく、大型機械を作るメー

カーほど「現実問題としてSVHCのことはほとんど心配する必要はない」ということにもなっ

てしまう。 
 この「分母問題」が最終的にどういう解釈で最終提示されるか今の段階ではまだはっきりし

ないが、この分母問題の結果次第で成形品メーカーの「SVHC含有濃度規定超えリスク」も大

幅に違ってくる。 
 
③SVHCリストの公開 

 このリストはまだ公開されていない。当初は予備登録がスタートする2008年の6月までには

公開されるだろうと考えられていたが、今の状況ではリスト公開が予備登録開始に間に合わな

い可能性も十分ある。 
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 以上のように、成形品の登録・届出に限定してもまだ不明確ないし不明な部分が多い。仮に

SVHCのリストが来年6月までに公開されたとしても、予備登録開始後しばらくの間は混乱した状

態になる可能性は高い。 
 
 
３-２．（社）海外環境協力センター 化学物質国際対応ネットワーク 

 
1）国際対応ネットワークの概要 

 化学物質国際対応ネットワークは、2007年の7月26日に（社）海外環境協力センター（以下、

OECC）内部に設立された組織である。OECCは環境省の外郭団体としてこれまでに海外の環境

関連事業に関する情報収集・提供を中心に、京都メカニズム情報プラットフォームの運営等も行

っているが、近年の化学物質管理に関する動きが世界中で急速に進んだことを受け、国、企業、

NPOなど立場の違い、あるいは業種・業界の違い、あるいはサプライチェーンの中での川上・川

中・川下といった位置づけの違いを越えた情報交換・連携の場を提供することを目的として設立された。 
 参加団体は環境省、経済産業省、厚生労働省などの省庁をはじめ民間企業、業界団体、さらに

NPOなどまで幅広く、これらをトータルしたネットワーク参加団体は11月の時点で約200に達し

ている。入会金等の費用は必要なく、OECC、前述の3省庁に加えて旭化成、花王、住友化学、日

産自動車、富士通、三井化学、村田製作所、（財）地球環境戦略研究機関の計12団体が幹事団体

となっている。 
 
2）主な活動内容 

 現在は参加団体の関心が欧州のREACHに集まるのは当然であり、ネットワークとしての活動

もREACHセミナーなど、REACH対応が中心になっている。ただ、当ネットワークは「REACH
対策ネットワーク」ではなく、REACH以外にも世界のさまざまな地域で化学品管理に関する規

制検討・国家間協力等が行われていることを受け、REACH対応に限定せず、国際的な化学物質

戦略を日本としてどう進めていくかという連携の場になることを期待している。 
 当ネットワークのBBSでは加盟団体相互の間でREACHに関するQ&Aなども可能であるが、ビ

ジネスベースでのコンサルティングという位置づけではなく、あくまでも加盟者相互の間での情

報交流という主旨で行っている。 
 
3）REACHに関する国際動向と危機感 

 REACHと並行するように、化学物質に関してはリージョナルな取組みが着々と進行しており、

この動きを注視することが重要である。 
 欧州企業は化学物質の安全性評価やそのデータ蓄積に関してかなり前から準備を進めてきてい

るという印象があり、HPV（High Production Volume Chemicals=OECD加盟の少なくとも1カ
国で1000t/年以上生産されている高生産量化学物質）の有害性評価データ収集についても欧州が

高いシェアを確保している。 
 物質の有害性データ蓄積は、予備登録後のSIEFのコンソーシアム内の参加者同士の間で時には
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金銭による売買もあり得るものであるが、欧州では来年6月からの予備登録スタートを前に、す

でに欧州内の企業や機関を中心に化学物質ごとの「プレコンソーシアム」が形成され始めている。

HPVデータの高い「欧州シェア」などと考え合わせると、このままでは「SIEFが始まった頃に

は大体のことはすでに欧州主導で決定」してしまっており、日本企業は高い金を出してデータを

買うだけ、といった展開も考えられる。 
 北米でも注目すべき動きがある。アメリカ・カナダ・メキシコの3カ国はすでに化学物質管理

に関する協力体制を進めることで合意しているが、この中では特にカナダが中規模生産量物質を

中心に積極的なリスクアセスメントを進めている。 
 
 アジアでも日本・韓国・中国の3カ国の環境大臣によるTEMMコミュニケでREACH・RoHS・
GHSなどの化学物質管理に関し、3カ国で情報交流を進めることが確認され、さらにアメリカの

EPAから前述の北米の共同取組みとTEMMとの間での連動・情報交換の打診もある。こういった

リージョナルな取組みは世界のあちこちで進んでおり、一方で中国版REACHの法規制化なども

予想されている。また、中国はすでにヘルシンキにREACH対応代表事務所を設置しており、一

方で韓国もブリュッセルにREACHヘルプデスクを作るなど、アジア各国のREACH対応リアクシ

ョンは早い。 
 こういった状況の中で日本としてどう進んでいくのかを決めるためには、官や民といった垣根

を越えた話し合いの場が必要であり、当ネットワークが目指すものもそういった場の提供に他ならない。 
 
4）機械メーカーの対応、REACHの見通し等について 

 「分母問題」は確かに機械メーカーにとっては重要な問題で、自動車1台・船1隻のような巨大

重量物が分母になるのであれば、それらのメーカーにとって少なくとも「SVHCの含有量が

0.1wt%超」というリスクは、ほとんど気にする必要はないことになる。 
 ただ、それが未来永劫続くと考えるのは危険であろう。REACHが目指すところは結局のとこ

ろ、SVHCなどの物質は完全に排除してしまおうということであり、将来的には「0.1wt%未満な

らいい」ではなく、「全く含んではいけない」になる可能性があることも考慮しておく必要がある。 
 
 予備登録をしておけば、欧州として輸入量の少ない物質（1～100t/年）であれば、本登録は11
年後の2018年まで猶予ができる。REACHには不明部分もグレーゾーンも残っており、あらゆる

ことに対応しようとするのは不可能でもある。とりあえず予備登録すべき物質の絞込みや予備登

録準備に注力するというのが現実的なのではないか。 
 「11年後の2018年まで」という最終的な本登録期限にしても、すでにEU内部でも「この期間

ではとても無理」という意見もあり、実際にはこの2倍や3倍、つまり数十年レベルの時間をかけ

て登録情報を整理していくことになるかもしれない。また、今後規制自体が改訂される可能性も

ある。 
 いずれにしてもREACHはグレーゾーンを抱えたまま、いわば「走りながら決めていく」よう

な形でスタートすることになり、予備登録・本登録がスタートすれば相当の混乱が起きるのは覚

悟しておくべきであろう。 
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Ⅱ. 国内関連機関アンケート調査 

 
１．調査概要 
 
調査の目的： 

    国内機械産業に属する企業の「REACH規則」に対する認識状況を把握・整理する 

 

調査方法：調査対象① 自記式郵送法 

     調査対象② 電話依頼の上、自記式郵送法 

 
調査期間：平成19年8月23日～9月21日（締切日9月14日） 
     ※電話 アンケート協力依頼 平成19年8月22日～8月23日 
         アンケート投函依頼 平成19年9月13日 
 

調査対象①： 

 社団法人日本機械工業連合会（以下日機連）のEU環境規制調査検討専門部会の委員および、循

環型社会研究委員会の委員、及び上記2委員会以外の日機連担当窓口（全49先） 

 ※重複除く 

 

調査対象②： 

 日機連団体会員の22工業会（協会）の正会員より、200社を抽出。 

 

抽出／調査方法： 

 日機連団体会員の下記22工業会（協会）の正会員より、正会員数を勘案した上で、無作為に企

業を抽出し、その企業にアンケートの協力依頼を電話で行った。抽出リストのうち、承諾先が200
社になった時点で依頼を中止し、自記式郵送法にて調査を実施した。 

 回収率の改善のため締め切り前に、電話にてアンケート投函の依頼を実施した。 

  ※複数工業会の重複除く 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



－16－ 

 送付先249社の内訳、および回収数140社（回答率56.2％）の工業会別内訳（有効回答139社）

は下表に掲げるとおりである。 

 

工業会 発送数 回答数

（社）日本機械工業連合会 49 30
（社）日本バルブ工業会 14 10
（社）日本ベアリング工業会 7 5
（社）日本ロボット工業会 8 5
（社）日本印刷産業機械工業会 8 4
（社）日本建設機械工業会 6 3
（社）日本工作機械工業会 8 4
（社）日本航空宇宙工業会 8 6
（社）日本産業機械工業会 12 9
（社）日本産業車両協会 4 2
（社）日本歯車工業会 7 2
（社）日本時計協会 4 3
（社）日本自動車工業会 1 0
（社）日本自動車部品工業会 30 13
（社）日本食品機械工業会 9 5
日本精密測定機器工業会 8 4

（社）日本電機工業会 14 9
（社）日本電気計測器工業会 8 6
（社）日本舶用工業会 9 2
（社）日本分析機器工業会 12 8
（社）日本包装機械工業会 17 5
 超硬工具協会 6 5

※複数工業会への加盟などは未調査のため、不明。 
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 アンケートを回収した139社の企業プロフィールは以下のとおりである。 

N ～1億円未
満

～10億円
未満

～100億
円未満

～1000億
円未満

1000億円
以上

無回答

資本金 139 34.5 12.9 21.6 23.0 4.3 3.6

N 機械 電気機器
輸送用
機器

精密機器
その他製
品

その他 無回答

業界分類 139 33.8 20.9 12.9 16.5 12.2 2.2 1.4

N 材料・素材
メーカー

部品・部材
メーカー

最終製品
メーカー

その他 無回答

企業分類 139 3.6 27.3 58.3 2.2 8.6

N
最終製品
として販売
されている

中間品とし
て販売さ
れている

可能性は
あるが、把
握していな

販売され
ていない

その他
分からな
い

無回答

EUとの関わり 139 39.6 37.4 12.9 20.9 5.8 6.5 2.2

N 研究開発
拠点があ

生産拠点
がある

販売拠点
がある

その他の
拠点があ

販売代理
店がある

ＥＵには拠
点がない

その他
分からな
い

無回答

EUへの展開 139 7.2 19.4 35.3 6.5 18.7 37.4 5.0 4.3 1.4

 

 

N ～1億円未
満

～10億円
未満

～100億
円未満

～1000億
円未満

1000億円
以上

無回答

Total N 139 34.5 12.9 21.6 23.0 4.3 3.6
機械 47 44.7 14.9 14.9 19.1 2.1 4.3
電気機器 29 27.6 0.0 31.0 27.6 13.8 0.0
輸送用機器 18 22.2 22.2 11.1 33.3 5.6 5.6
精密機器 23 39.1 13.0 30.4 17.4 0.0 0.0
その他製品 17 35.3 23.5 23.5 17.6 0.0 0.0
その他（製造業以外） 3 0.0 0.0 33.3 66.7 0.0 0.0
無回答 2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0
材料・素材メーカー 5 40.0 0.0 60.0 0.0 0.0 0.0
部品・部材メーカー 38 36.8 15.8 21.1 23.7 2.6 0.0
最終製品メーカー 81 33.3 13.6 21.0 23.5 4.9 3.7
その他 3 0.0 0.0 33.3 66.7 0.0 0.0
無回答 12 41.7 8.3 8.3 16.7 8.3 16.7
最終製品として販売されている 55 14.5 16.4 21.8 36.4 9.1 1.8
中間品として販売されている 52 17.3 19.2 26.9 25.0 9.6 1.9
販売されている可能性がある 18 50.0 16.7 11.1 16.7 5.6 0.0
販売されていない／扱われていない 29 62.1 3.4 17.2 6.9 3.4 6.9
その他 8 25.0 12.5 37.5 12.5 0.0 12.5
分からない 9 44.4 11.1 11.1 33.3 0.0 0.0
無回答 3 33.3 33.3 0.0 0.0 0.0 33.3
研究開発拠点がある 10 0.0 0.0 20.0 60.0 20.0 0.0
生産拠点（工場）がある 27 11.1 14.8 11.1 48.1 14.8 0.0
販売拠点（商社機能）がある 49 10.2 12.2 22.4 44.9 10.2 0.0
その他の拠点がある 9 22.2 0.0 11.1 44.4 11.1 11.1
販売代理店がある 26 19.2 26.9 23.1 19.2 7.7 3.8
ＥＵには拠点がない 52 61.5 5.8 26.9 3.8 0.0 1.9
その他 7 28.6 28.6 28.6 0.0 0.0 14.3
分からない 6 33.3 33.3 0.0 16.7 0.0 16.7
無回答 2 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0

EUへの展
開（複数）

 
資本金

業界分類

企業分類

EU市場と
の関わり
（複数）
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２．調査の結果 

 
２-１．REACH規則の認知 

 

1）認知（139社中） 

Ｑ1. EUの新たな化学品規制である「REACH規則」をご存知ですか？ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 まず、REACH規則の認知を聴取したところ、77.7％が名称を、51.0％の半数以上が内容をあ

る程度は知っていた。詳しく知っていると回答した企業は全体の5.0％であった。内容・名称とも

に全く知らないと答えた企業は、21.6％であった。送付先企業の5社に1社がREACH規則を全く

認知していなかった。 

 資本金10億円以上の会社では、非認知の企業が10％未満と低く、資本金の大きな会社（≒事業

規模が大きい）ほどREACH規則、もしくは類似する化学規制法案に関心が高いことがわかる。 

 業種分類においては、機械や輸送機器に比べ電気機器業界での認知が高く、89.7％の企業が名

称を、69.0％の企業が内容をある程度以上認知していると回答した。また、精密機器に関しても、

名称を知っている以上の企業は、91.3％となっており、同様に認知度は高い。 

 これらの業界ではEUのRoHS指令に関わりが深いことから、すでにEU環境規制に対応した経

験のある企業も多く、その経験が同じEU環境関連規制であるREACH規則に対する高い認知に結

びついているということも考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

Q1. REACH規則の認知

無回答
0.7%

内容をある程度は
知っている

46.0%

名称も内容も全く知
らない
21.6%

「REACH規則」とい
う名称は知っている
が内容は知らない

26.6%

内容まで詳しく知っ
ている
5.0%
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 また、EUに拠点がある企業ほど、REACH規則への認知が高い傾向があり、EUで自社の製品

が販売されているかどうかよりも、拠点の有無の方が認知状況に影響を与えており、EU拠点が情

報収集機能を果たしており、REACH規則の情報が伝わっていると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

N
内容まで詳
しく知って
いる

内容をある
程度は知っ
ている

「REACH規
則」という名
称は知って
いるが内容
は知らない

名称も内容
も全く知ら
ない

無回答

Total N 139 5.0 46.0 26.6 21.6 0.7
～1億円未満 48 0.0 25.0 39.6 33.3 2.1
～10億円未満 18 0.0 50.0 27.8 22.2 0.0
～100億円未満 30 3.3 60.0 26.7 10.0 0.0
～1000億円未満 32 9.4 68.8 12.5 9.4 0.0
1000億円以上 6 50.0 33.3 16.7 0.0 0.0
無回答 5 0.0 20.0 0.0 80.0 0.0
機械 47 2.1 34.0 25.5 38.3 0.0
電気機器 29 10.3 58.6 20.7 10.3 0.0
輸送用機器 18 5.6 44.4 27.8 22.2 0.0
精密機器 23 4.3 47.8 39.1 8.7 0.0
その他製品 17 5.9 52.9 29.4 5.9 5.9
その他（製造業以外） 3 0.0 66.7 0.0 33.3 0.0
無回答 2 0.0 50.0 0.0 50.0 0.0
最終製品として販売されている 55 41.8 50.9 92.7 0.0 3.6
中間品として販売されている 52 59.6 63.5 86.5 1.9 3.8
販売されている可能性がある 18 27.8 38.9 77.8 5.6 5.6
販売されていない／扱われていない 29 27.6 37.9 79.3 10.3 0.0
その他 8 37.5 50.0 87.5 0.0 0.0
分からない 9 33.3 44.4 88.9 0.0 0.0
無回答 3 66.7 33.3 66.7 0.0 33.3
研究開発拠点がある 10 50.0 90.0 100.0 0.0 0.0
生産拠点（工場）がある 27 51.9 66.7 92.6 0.0 3.7
販売拠点（商社機能）がある 49 42.9 53.1 95.9 0.0 2.0
その他の拠点がある 9 44.4 55.6 88.9 0.0 0.0
販売代理店がある 26 30.8 38.5 84.6 0.0 7.7
ＥＵには拠点がない（展開していない） 52 38.5 42.3 80.8 5.8 1.9
その他 7 71.4 100.0 100.0 0.0 0.0
分からない 6 16.7 33.3 83.3 16.7 0.0
無回答 2 0.0 0.0 50.0 0.0 50.0

EU市場と
の関わり
（複数）

EUへの展
開（複数）

 

Q1.　EUの新たな化学品規制である「REACH規則」をご存知ですか？

資本金

業界分類



－20－ 

2）認知内容（71社中） 

 

Ｑ1-1. 「REACH規則」についてご存知のことを自由にお書き下さい。（自由記述） 

 

 認知内容については、アンケートで提示した内容（P.22の「REACHの概要」を参照）程度の

知識はあるという回答が多かった。 

 

 その中で挙げられた具体的内容としてはP.22の「REACHの概要」で示した以下の点であった。 

 

・既存化学物質も対象となること 

・最終製品／部品などの成形品に含まれる化学物質も対象となること 

・高懸念物質（SVHC）の製造・輸入の許可／制限 

・化学物質の意図的放出の有無、届出／許可 

・化学品庁への登録／届出／認可 

・正式登録2008年12月開始 

・サプライチェーンにおける情報伝達義務 

・予備登録 

・製造業者の安全評価義務 

・スケジュール 

 

 また「REACH規則」が発効になることにより、 

 

・機械工業界に及ぼす影響 

・使用化学物質のサプライチェーンでの共有化についての不安 

・安全性証明ができない製品の輸入制限に関する懸念 

 

といった問題認識がうかがえた。 

 

 EU域内の規則であるため、認知していても無関係であるとの回答も見られた。 
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3）認知経路（71社中） 

 

Ｑ1-2. 貴社では「REACH規則」に関する情報をどのような情報源から収集されていますか？ 

（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 認知企業の情報源については、業界団体の広報資料／発表／ホームページ／セミナーなどを約

8割（77.5％）の企業が挙げており、REACH規則における情報や対応等、日本政府機関よりも、

業界団体に求めるところが多い。 
 日本の政府機関は52.1％となっており、REACH規則に関する全方位的な情報を提供すると思

われる政府機関より、業界特化で、業界特性や業界独特の課題を理解している業界団体の方が期

待されていることが推察される。 
 また、EU政府機関を情報源とする企業は26.8％となっており、直接EU政府機関から情報を仕

入れている企業は少ない（使用されている言語の問題もあると考えられる）。 
 また、EUに拠点がある企業ほど、EU政府からの情報を活用していた。 
 

 

 

 

 

 

 

 

Q1-2. REACH規則に関する情報源

26.8
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＜REACH概要＞ 下記を提示後、次頁以降のアンケート内容に回答。 

【REACH規則とは】 

「REACH規則」は2007年6月1日にEUにおいて正式発効した、化学物質に関する新しい規制（化学品の

登録、評価、認可および制限に関する規則）です。 
 この新制度ではEU域内で化学物質を製造・輸入・販売する場合、化学物質の使用量、さらに人体や環

境に対する有毒性（危険度）に応じて登録や届出が必要となり、強い有毒性の懸念される物質が含まれて

いる場合には製造・輸入・販売の制限を受けます（登録・届出先は新設される欧州化学品庁）。 
 登録・届出窓口である欧州化学品庁が本格的に稼動するのはREACH規則発効から1年後の2008年6月か

らであり、既存化学物質の予備登録が始まります（正式登録は2008年の12月から開始予定）。 
 
REACH規則の特徴 （既存の化学物質規制と異なる点） 
1. これまで規制外の物質も対象 

「新規化学物質」だけでなく、「既存化学物質」の登録も義務付け（EU域内での製造量・輸入量が

年間1トン以上の化学物質は原則として上市の際、有害性、用途等の情報の登録が必要） 
2. 最終製品／部品などの成形品も対象 

化学物質そのものだけではなく、混合材料などの二次原料（「調剤」といいます）、機械製品やそこ

に使用される部品（「成形品」といいます）に含まれる化学物質も規制の対象調剤および成形品にお

いては 
①人体や環境に対する有毒性が高いと懸念される「高懸念物質（SVHC）

※1」をある一定量以上含む

調剤・成形品については製造・輸入の認可（条件付で使用可）、さらに禁止等の制限を受ける可能

性あり 
②成形品が「化学物質の意図的放出

※2」の有無等の条件に当てはまる場合、EU域内で販売するため

には事前に登録や届出などの手続きが必要 
3. サプライチェーンにおける情報伝達 

①化学物質・調剤の供給者は、供給先（川下事業者）に対し、化学物質・調剤の情報を伝達する義

務が発生 
②高懸念物質（SVHC）が成形品に、ある一定量以上含有される場合には、成形品の供給者は供給

先（川下事業者）に対し、当該成形品を安全に使用できる情報を伝達する義務が発生（要求があ

れば消費者にも情報を提供） 
 

※1 高懸念物質（SVHC）：PBT物質（残留性、蓄積性、毒性をもつ物質）、vPvB物質（高残留性、高

蓄積性をもつ物質）、CMR物質（発がん性、変異毒性、生殖毒性をもつ物

質）などから指定・選定予定。（2006年12月30日の官報では物質リストは

未選定） 
※2 化学物質の意図的放出：使用するために成形品からの物質の放出が不可欠であり、物質の放出がな

ければその成形品が機能しない場合のこと。例）プリンタから放出される

インクなど 
 

4. 規制の概要  
 概 要 期限・時期等 

 

登録 

届出 

物質・調剤：1企業につき1t/年以上の化学物質を製造または輸

入している企業は当該化学物質について欧州化学品庁の中央

DBに登録が必要。 

成形品：化学物質の意図的な放出があり、1企業につき成形品中

の高懸念物質の量が1t/年を超える場合は登録が必要。また、成

形品に高懸念物質が0.1wt％を超える濃度でかつ1t/年を超える

場合は届出が必要。 

登録期限 
1～10t/年      ：11年 
10～100t/年    ：11年 
100～1000t/年  ：6年 
1000t/年超     ：3年 

評価 欧州化学品庁が登録書類を評価。必要な場合、化学品庁は登録

者に追加情報を要求できる。 

100ｔ/年を超える高懸念物

質から優先的に評価を実施

認可 高懸念物質については用途ごとに認可制に（原則は禁止）。対象

物質は約1500物質程度と予想されている。 

対象物質は2年以内に化学

品庁が決定 
制限 対象物質は条件を遵守しない限り製造・使用・上市を禁止。 規則発効後、即時 
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２-２. 自社ビジネスへの影響 

 

1）自社ビジネスへの影響（139社） 

 

Q2. 「REACH規則」は、貴社のビジネスとどの程度関係があるとお感じになりましたか？ 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 REACH規則の概要（前頁参照）を示した後、自社事業との関わりを聴取した結果、非常に影

響がある（対応が必須である）と答えた企業は全体の14.4％であった。また、「非常に影響がある」

と「やや影響がある」を含め、今後REACH規則への対応が必要（求められる）と考えている企

業は、全体の46.8％と約半数を占めている。 
 

Q2. 「REACH 規則」は、貴社のビジネスとどの程度関係があるとお感じにな

りましたか？ 

 
N 非常に影

響がある

やや影響

がある 

ほとんど

影響がな

い 

全く影響

がない 

分からな

い 
無回答 

Total N 139 14.4 32.4 36.0 10.8 5.8 0.7
～1 億円未満 48 4.2 22.9 45.8 20.8 6.3 0.0
～10 億円未満 18 22.2 27.8 44.4 5.6 0.0 0.0
～100 億円未満 30 10.0 40.0 30.0 0.0 16.7 3.3
～1000 億円未満 32 21.9 46.9 25.0 6.3 0.0 0.0
1000 億円以上 6 66.7 16.7 16.7 0.0 0.0 0.0

資本金 

無回答 5 0.0 20.0 40.0 40.0 0.0 0.0
機械 47 10.6 27.7 38.3 17.0 6.4 0.0
電気機器 29 17.2 34.5 41.4 0.0 6.9 0.0
輸送用機器 18 27.8 38.9 16.7 11.1 5.6 0.0
精密機器 23 4.3 30.4 43.5 8.7 8.7 4.3
その他製品 17 23.5 35.3 35.3 5.9 0.0 0.0
その他（製造業以

外） 
3 0.0 33.3 33.3 33.3 0.0 0.0

業界分

類 

無回答 2 0.0 50.0 0.0 50.0 0.0 0.0

Q1-2. REACH規則の影響

 やや影響がある
32.4%

 ほとんど影響がな
い

36.0%

 非常に影響がある
14.4%

 分からない
5.8%

無回答
0.7%

 全く影響がない
10.8%
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 資本金10億円以上の会社では、「全く影響がない」と回答する企業が20.8 ％と高く、事業規模

の大きな企業になるほど、REACH規則の影響が出る程度が高い傾向があるといえる。 
 また、業種別では「輸送用機器」で影響があると回答した企業の割合が高い（非常に影響があ

る、やや影響がある 計66.7％）。 
 輸送用機器は電気機器や精密機械に比べ、「REACH規則」の認知自体はさほど高くなかったが、

影響の程度は高いと判断されている。輸送用機器業界ではELV指令の影響を受けた企業も多いこ

とから、同じEU域内の規則である「REACH規則」概要を読んだことによって、自社の事業への

影響があると判断されたと考えられる。 
 
 また、EU市場との関わりの面では、やはり最終製品として販売、もしくは中間品として販売さ

れている企業の約7割がなんらかの影響を受けると判断している。EU域内の規制であることから、

EU域内での事業活動がある企業にとっては大きな関わりのある規則といえる。 
 
 「REACH規則」への理解度と事業への影響をみてみると、影響が考えられる企業ほど、

「REACH規則」についての理解（認知）が深いことが分かる。 
 

  Q1. 「REACH 規則」の認知 

    N 

内容まで

詳しく知

っている

内容をあ

る程度は

知ってい

る 

名称は知

っている

が内容は

知らない

名称も内

容も全く

知らない 無回答 

 非常に影響がある 20 20.0 70.0 10.0 0.0 0.0 
 やや影響がある 45 4.4 60.0 22.2 13.3 0.0 
 ほとんど影響がない 50 2.0 40.0 36.0 22.0 0.0 
 全く影響がない 15 0.0 6.7 26.7 60.0 6.7 
 分からない 8 0.0 0.0 50.0 50.0 0.0 

Ｑ
３
．
「
Ｒ
Ｅ
Ａ
Ｃ
Ｈ

規
則
」
の
影
響 

 無回答 1 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 
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2）REACH規則に関する説明文の感想（139社） 

 

Ｑ3.「REACH規則」に関する説明文を読んでどのようにお感じになりましたか？（自由記述） 

 

 REACH規則そのものの詳細が決まっていないため、課題や疑問が多く挙がった。 
 自由記述の内容を分類すると、大きくは下記5点に分けられる。 
 
①概要について 

 まず、「REACH規則」そのものの全体像が理解しづらいとの意見が多い。 
 既存の化学物質に関する規制との違いや、具体的な方針などが不明であることが挙げられてい

る。規則そのものについても、『哲学的な表現でよく分からない』とする回答者もあった（下線つ

き『』部分はアンケート自由記述内容の引用－以下同－）。 
 

 具体的に挙がった不明点としては、 

 などであった。 

 
 『欧州ELV規制で、規制物質対応を行ったが、それ以上のパワーを要するかもしれない。但し

ELV対応の拡大ととらえれば、現体制で対応出来ると考える』と回答する企業があるように、

REACH規則がRoHS指令やELV指令等の化学物質関連指令の拡大規則となるのであれば、既存の

化学物質法への対応を行っている企業にとっては、さほど負担にならないとも考えられる。 
 一方で、『法規制を一本化し、判断基準として明確化され、アプローチしやすくなったと感ずる。

いずれにせよ、避けられない規制であり前向きに取り組みたい』と回答する企業もあり、混在し

ていた基準・規制がより厳しい規制（REACH規則）で大くくりされることで、場合分けをする

必要がなくなる点は評価されている。また、環境を考える上でも、『これまでの規制と異なり、そ

の対象を広げたことは生物や環境に対する影響を小さくすることにもつながり、評価できる』と

答える企業も見られ、ある種の評価をする企業をしている企業も数社あった。 
 
②とるべき行動 

 「いつまでに」「何を」「どのように」といった企業としての、とるべき行動についても疑問が

あがった。既述のような、概要について疑問がみられたように、詳細が決まっていないため、企

・化学物質の範囲／登録すべき物質リストの未選定 

・高懸念物質リストの未選定 

・成形品の定義 

・高懸念物質含有率の重量比0.1wt％を判断する際の母体（基準となる分母問題） 

・意図的放出の定義（意図的でない｢磨耗｣などはどのように捉えるのか） 

・スケジュール（いつまでに、何を、どのように） 

・化審法／RoHS指令／ELV指令との関係・関連性 
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業内で何が必要なのかが分からない状態である。 
 また、現段階での高懸念物質のリストが未公開であるなど、規則の詳細が決定していないため、

『正式にリストが定まってから検討する』と回答する企業がある一方で、『使用化学物質のリスト

アップ程度は進める』など、若干温度差が認められる。『川下事業者（供給先企業）から調査依頼

書が回ってきてから検討する』との受身回答もあった。 
 しかし、化学物質に関する規制が世界中で広まっている中、特に中間品を扱っている企業につ

いては、「取引先から情報提供を求められた場合に対応しなければならない」、という覚悟は多く

の回答から感じ取ることができた。 
 また、現行の他化学物質規制であるRoHS指令やELV指令との違いが明確になれば、活動しや

すいという意見もあった。 
 現段階では、『先来の化学物質調査と同様に調査、分析方法、費用が分からない。また、どの分

析機関で証明を取得すれば、効力が有るのか分らない』といった実務レベルで、いつまでに、ど

のように対応するのがよいか、実務において必要なことが分からないとの回答が目立った。 
 
③情報の共有・伝達／サプライチェーンでの取り組み 

 EUへの輸出がない企業にとってはさほど大きな影響がないと考えられるものの、CSRや遵法

といった名目で、供給先企業から一律に化学物質に関する情報を求められる可能性があるとの回

答がみられた。 
『化学物質に関する規制が広まっているため、遵法の視点で、供給先から「REACH規則」の規

制該当物質に限らず、あらゆる化学物質に関する情報を要求される可能性があり、工数増が予想

されるため、業界として、国として、「REACH規則」についてのガイドラインを求める』回答も

あった。 
 川上・川下業者間での情報共有がスムーズに進むよう、サプライチェーン全体で工数を減らす

ようにデータベース等の構築を求める回答もみられた。 
 
 中には『弊社の企業形態からすると「1t以上」の縛りのある項目は除外されるが、「サプライチ

ェーンにおける情報伝達」において、RoHS指令と同様に「調査依頼書」という不幸の手紙が舞

い込むことが予想される。特に「消費者から要求があった場合、45日以内に情報開示しなければ

ならない」という条項の「消費者」が曲者で、大手企業はCSRに敏感なので、サプライヤーにRoHS
指令以上に強く要求してくるのではないだろうか。また、アーティクルに含まれる化学物質、特

にSVHCなどを中小企業はどのようにして把握してゆけばよいか見えてこない。結果、不幸の手

紙のまる投げ、たらい回しが又始まるのではないだろうか』と不安を表現する企業もあり、情報

の不足や過多、情報の管理・処理、それにかかる工数増などサプライチェーンでの取り組みに対

する懸念が強い状況がうかがえる。 
 
④情報公開のレベル 

 成形品の場合に、100％中身や構成を公開すべきかどうか、手間やノウハウの流出を懸念する

意見も見られた。 
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 また、『成形品の中で金属合金中の成分（元素）を対象にされた場合、非常に影響が大きい。機

械装置の付属品（例：潤滑油、熱媒、電気絶縁のためのコンパウンド材、液体抵抗器用電解液な

ど）として納入する場合についても、輸出、供給者としての責任がある。繊維、家電、電気部品

などの製品に含まれる化学物質も規制対象になるということは、各部品単位で購入先から該非判

定を取り纏める必要が出てくる。（完成品メーカーとして）EU域内へ輸出するケースは少ないが、

事前に該当化学物質を確認しなければならず、大変手間が掛かる』との回答もあった。 
 製品のありとあらゆる材料・部品について調査をするのか、といった情報を公開するレベルが

不明確であることも課題と考えられている。また、同様に「意図的な放出」についても、該当す

る製品がどのようなものか疑問が挙げられた。 
 『「意図的な放出」が当社製品の機能に結び付くのか？適用外であれば、影響は少ない。SVHC
が明確になった場合、当社製品の部品、油、塗料全てに関して、成分調査が必要か？』という回

答に代表されるように、規則内容にまだ不明確な部分が残っていることから、それらの細目や定

義が明確になるまでは、対応しきれないという考えが目立つ。 
 
⑤輸入／関税障壁 

 EU諸国以外からの輸入・関税障壁になるのではないか、あるいはEU域外の企業にとって化学

物質の規制が輸入規制につながっているではないかとの懸念がみられた。 
 また、『本当にどこまでやる気なのか心配だが、RoHSにおいても除外内容を、後に検討してで

も、法律実施に至るEU方針を考えると次期・環境規制として、位置づけざるを得ない。中国での

生産が80％である事から、川上へアプローチして必要情報の提供をお願いしなくてはならず、サ

プライチェーンが複雑であるので、大きな負荷が予想される。中国企業の環境法規制遵守の態度

が重要である。EUの販売会社（支社）が、製品納入先のデパート等から情報提供を求められる可

能性が高い』と回答する企業もある。このように日本以外で原料調達・製造している場合などは、

川上への確認作業自体の困難性が高くなるという指摘も示唆に富むものといえよう。 
 
 EU域内との取引が少ない、あるいは取引がないと回答する企業の考え方は大きく二つに分かれ

ているといえる。規則内容にまだ最終決定していない部分などが多いことから、今後の決定次第

では対応が求められると懸念する企業と、規則の詳細が決まっていないため、静観を決め込んで

いる企業である。 
 
 上述したように、サプライチェーンの中においてはどのような企業も多かれ少なかれ影響を受

ける可能性を指摘されている。REACH規則の影響がないと考えている企業もあるが、SVHCリ

ストなどの詳細が決定した段階で調査や登録コストの発生、川下企業への報告義務、規制対象品

の代替品確保など様々な問題に直面することも考えられる。 
 REACH規則は企業単位ではなく業界レベルに影響を及ぼすことなどから、一企業として対応

する難しさが指摘されており、国や業界全体として対策が必要との声が多い。また、機械産業は

概して化学物質規制への対応に関して、今まで経験の少ない業界であるため、混乱も一部指摘さ

れた。 
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２-３. EU市場との関わり 

 
1）EU市場との関わり（139社） 

 
Ｑ6. 貴社の製品はEU市場とどのような関わりがありますか？（複数回答） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2）EU市場への展開（139社） 

 

Ｑ7. 貴社はEUへどのように展開されていますか？（複数回答） 
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２-４. 化学物質情報管理体制（139社） 

 
Ｑ8. 貴社では、自社製品に含有されている化学物質の情報を管理する担当部門が設置されてい

ますか？ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 化学物質に関する情報管理体制に関しては、担当者がいると回答した（部門がある、を含む）

のは66.2％、部門があると回答したのは、24.5％であった。 
 また担当部門（担当者）の設置に向け検討していると回答した企業も7.9％あり、合計で7割以

上の企業が化学物質の情報管理体制を整備している、整備しつつあることが分かった。 
 担当部門（担当者）が設置されていない傾向が高かったのは、「機械」に属する企業が多かった

（企業規模の小さい傾向がある）。 
 
 なお、本アンケートの回答についても上に述べたような化学物質情報管理部門からの回答が多

く寄せられており、具体的には 
・ ISO事務局 
・ 環境管理室／環境安全推進室 
・ 品質管理部 
・ 製造管理部 

 など、品質や生産管理、環境管理を担当している部門の担当者からの回答を得ることができた。 
 
 
 
 
 
 
 

Q8. 化学物質情報管理体制

 分からない
1.4%

 担当部門、担当
者はいない

18.0%

 担当部門（担当
者）の設置に向け
て検討している

7.9%

 その他
5.8%

無回答
0.7%

 担当部門が設置
されている

24.5%

 担当部門はない
が、担当者がいる

41.7%
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２-５. 化学物質情報管理（139社） 

 
1）化学物質情報の入手（139社） 

 
Ｑ9-1. 製品の材料・部品の含有化学物質に関する情報は、調達先企業からどのように入手して

いますか？ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
Q9-2. 調達先企業から入手している含有化学物質に関する情報形式（ﾌｫｰﾏｯﾄ）はどのようなzも

のですか？（128社） 
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2）化学物質情報の提供（139社） 

 
Ｑ9-3. 貴社の製品の含有化学物質に関する情報は、どのように供給先企業に提供しています

か？ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ｑ9-4. 供給先企業に提供している形式（ﾌｫｰﾏｯﾄ）はどのようなものですか？（複数回答） 

（112社） 
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Q9-3. 化学物質情報の提供（供給先に）
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２-６. 高懸念物質について（139社） 

 
1）高懸念物質の情報について 

 

Ｑ10. 今後、貴社では供給先企業（川下事業者）から「高懸念物質」の情報を求められると考え

られますか？ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 全体の57.6％の企業が、供給先企業から高懸念物質の情報を求められると考えられると回答し

た。EU市場への関わりで分類すると、自社製品が最終製品・中間品として販売されている企業の

方が、情報提供が求められると考えられると回答した。主な理由は以下の通りである。 
 

 
 しかしながら、EU市場との関係に関わらず、供給先から一括して化学物質に関する情報を求め

られるとの回答も見られた。『一律要求するユーザーが多い（RoHS指令、ELV指令などへの対応

のため）』『現在でも化学物質に関する情報の要求があるため』『大手企業などCSRを重んじる会

社からから求められる可能性が高い』というように、高懸念物質に限らず、含有化学物質全体に

関する情報提供を求める動きが、サプライチェーンの中ですでに強まりつつあることがうかがえる。 
 

・一律管理で情報を求められる／なんでも情報を求めてくる 
・供給先企業がEUへ輸出しているので、当然考えられる 
・既に情報を求められている 
・RoHS指令、ELV指令、グリーン調達などに対応しており、今後REACH規則で規制対象とな

る物質が増えることで、情報を求められることは予想できる 
・遵法／法的責務を全うするためには供給元へ聞かざるを得ないため 

Q9-3. 化学物質情報の提供（供給先に）

 ほとんど考えられな
い

20.9%

 高懸念物質を供給し
ていない

3.6%

無回答
1.4%

 非常に考えられる
22.3%

 考えられる
35.3%

 分からない
9.4%

 その他
0.7%

 考えられない
6.5%
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2）高懸念物質の使用について（139社） 

 

Ｑ11. 自社製品に「PBT物質」、「vPvB物質」、「CMR物質」が使用・含有されているか、および

その量等について、調査されていますか？ EU市場への輸出等の有無に関わらずお答え下

さい。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 高懸念物質である「PBT物質」、「vPvB物質」、「CMR物質」の使用に関する調査では、30.2％
の企業が、今までに調査を実施したことがないと回答した。また使用していないと回答した企業

は15.1％だった。 
 資本金別には、１億円未満の企業の25.0％が高懸念物質を使用していないと回答した。 
 業種分類別では「機械」に属する企業で高懸念物質を使用していないと回答した企業が多く、

29.8％のウェイトを占めている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Q11. 高懸念物質の使用の有無の調査

 その他
11.5%

 分からない
5.0%

無回答
2.2%

 すべての自社製品
について調査してい

る
3.6%

 ほとんどの（一部を
除いて）自社製品に
ついて調査している

11.5%
 自社製品に「PBT
物質」「vPvB物質」
「CMR物質」は使用

していない
15.1%  一部の自社製品の

み調査している
20.9%

 使用・含有について
調査したことはない

30.2%
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N

すべての
自社製品
について
調査して
いる

ほとんど
の（一部
を除い
て）自社
製品につ
いて調査
している

一部の自
社製品の
み調査し
ている

使用・含
有につい
て調査し
たことは
ない

その他

自社製品
に「PBT
物質」
「vPvB物
質」
「CMR物
質」は使
用してい
ない

分からな
い

無回答

Total N 139 3.6 11.5 20.9 30.2 11.5 15.1 5.0 2.2
～1億円未満 48 4.2 10.4 16.7 33.3 6.3 25.0 4.2 0.0
～10億円未満 18 5.6 22.2 5.6 27.8 5.6 11.1 16.7 5.6
～100億円未満 30 3.3 10.0 40.0 26.7 6.7 6.7 3.3 3.3
～1000億円未満 32 3.1 9.4 15.6 31.3 25.0 12.5 3.1 0.0
1000億円以上 6 0.0 16.7 50.0 16.7 16.7 0.0 0.0 0.0
無回答 5 0.0 0.0 0.0 40.0 20.0 20.0 0.0 20.0
機械 47 0.0 10.6 17.0 27.7 8.5 29.8 6.4 0.0
電気機器 29 3.4 6.9 31.0 34.5 17.2 6.9 0.0 0.0
輸送用機器 18 5.6 11.1 16.7 38.9 16.7 0.0 5.6 5.6
精密機器 23 8.7 13.0 21.7 30.4 4.3 8.7 8.7 4.3
その他製品 17 5.9 17.6 23.5 23.5 5.9 17.6 5.9 0.0
その他（製造業以外） 3 0.0 33.3 0.0 33.3 33.3 0.0 0.0 0.0
無回答 2 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0 0.0 0.0 50.0

 

Q11.　貴社では、自社製品に「PBT物質」、「vPvB物質」、「CMR物質」が使用・含有されて

いるか、およびその量等について、調査されていますか？（EU市場への輸出等の有無に関
わらず）

資本金

業界分類
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２-７. 化学物質の意図的放出について（139社） 

 

Ｑ12. 貴社では、自社製品が「化学物質の意図的放出」に該当するかどうか、調査をされていま

すか？EU市場への輸出等の有無に関わらずお答え下さい。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 化学物質の意図的放出に関しては、該当の製品がないと回答する企業が27.3％あった。また、

調査したことはないと回答する企業も40.3％あった。化学物質の意図的放出に関しては、製品の

役割等とも関連することから、高懸念物質の使用の有無よりも該当するか否かの判断がつきやす

いと思われる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

N

 すべて
の自社
製品に
ついて
調査して
いる

 ほとん
どの自
社製品
につい
て調査し
ている

 一部の
自社製
品のみ
調査して
いる

 調査し
たことは
ない

 その他
 分から
ない

 「化学
物質の
意図的
放出」に
該当す
る製品
はない

無回答

Total N 139 2.9 7.9 8.6 40.3 7.9 4.3 27.3 0.7
～1億円未満 48 4.2 4.2 0.0 39.6 2.1 4.2 45.8 0.0
～10億円未満 18 5.6 11.1 5.6 50.0 11.1 5.6 11.1 0.0
～100億円未満 30 0.0 3.3 13.3 50.0 6.7 3.3 23.3 0.0
～1000億円未満 32 0.0 9.4 18.8 31.3 15.6 6.3 18.8 0.0
1000億円以上 6 16.7 50.0 16.7 16.7 0.0 0.0 0.0 0.0
無回答 5 0.0 0.0 0.0 40.0 20.0 0.0 20.0 20.0
機械 47 0.0 2.1 8.5 46.8 6.4 8.5 27.7 0.0
電気機器 29 3.4 10.3 10.3 31.0 3.4 3.4 37.9 0.0
輸送用機器 18 5.6 16.7 5.6 33.3 11.1 0.0 27.8 0.0
精密機器 23 8.7 8.7 8.7 39.1 8.7 0.0 26.1 0.0
その他製品 17 0.0 11.8 11.8 47.1 5.9 5.9 17.6 0.0
その他（製造業以外） 3 0.0 0.0 0.0 66.7 33.3 0.0 0.0 0.0
無回答 2 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0 0.0 0.0 50.0

 

Q12.　貴社では、自社製品が「化学物質の意図的放出」に該当するかどうか、調査をされて

いますか？（EU市場への輸出等の有無に関わらず）

資本金

業界分類

Q12. 化学物質の意図的放出に関する調査

 その他
7.9%

 分からない
4.3%

 すべての自社製品
について調査して

いる
2.9%

無回答
0.7%

 ほとんどの（一部を
除いて）自社製品に
ついて調査している

7.9%

 一部の自社製品の
み調査している

8.6%

 調査したことはな
い

40.3%

 「化学物質の意図
的放出」に該当する

製品はない
27.3%
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 特に資本金1億円未満の小さな企業において、45.8％が意図的放出に該当する製品はないと答え

ているが、その背景には製造している製品の種類自体がさほど多くないことが理由として考えら

れる。 
 ただし、自由記述にもあったように「意図的放出」の定義があいまいなため、一部の企業では、

不安に感じられている部分もある。 
 
 
２-８. 「REACH規則」に対応するための課題（139社） 

 

Ｑ13. 今後、貴社が「REACH規則」対応を進めていく上で、どのような問題が考えられますか？

（複数回答） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 まず、大きな問題として知識・情報の不足が挙げられた。現状で「REACH規則」の詳細が決

定していない部分があることも加え、EUという物理的距離や言語上のハードルからくる情報収集

の困難性などがあるとも考えられる。またサプライチェーン間での情報提供体制の整備や、

REACH対応に要する費用負担についても課題と認識する声が多い。 
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２-９. 期待するサポート（139社） 

 

Ｑ14. 「REACH規則」に関し、貴社が国や業界団体に期待するサポートにはどのようなものが

ありますか？（複数回答） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 国や業界団体に期待するサポート内容としては､｢情報提供」を求める声が圧倒的に高い。

REACH規則が非常に膨大かつ複雑な内容であり、さらに判断に迷う部分、まだ細目が公表され

ていない部分も多いことから、まず正確な情報提供に対する必要性が高いことが伺える。 
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２-10. 国や業界団体に求める情報／提供方法（106社） 

 

1）情報 

 

Ｑ14-1. 国や業界団体に求める情報にはどのようなものがありますか？（複数回答） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2）提供方法 

 
Ｑ14-2. 情報の提供について、どのような方法で提供されるのが望ましいですか？（複数回答） 
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 求められる情報としても、まず概要（86.8％）および、国内企業の事例／対応動向（65.1％）

と続いた。情報提供の方法としては、インターネットが84.9％、続いてセミナーや研修会が66.0％
であった。 
 
 
２-11. 自由記述 

 
Ｑ15. 最後に、「REACH規則」に対して貴社がお感じの懸念や疑問、知りたいことなどがありま

したらご自由にご記入下さい。（自由記述） 

 
多くの企業が「REACH規則」とは、 
 
・具体的に何なのか？ 
・誰が対象なのか？ 
・どのような条件（意図的放出・高懸念物質）の場合に対応が必要なのか？ 
・いつまでに、対応するのか？ 
・企業に何を求められているのか？／何をしなければいけないのか？ 
・どのように活動するべきなのか？ 

 
 といった基本的な内容についての情報不足、あるいは未決定事項の多さ等への不安を強く指摘

している。 
 さらに、このような情報不足の状態で対策をとらなければならないことについてのリスクを指

摘する企業もあった。 
 
 また、具体的な対策を講じる上で、 
 
・サプライチェーン間での連携 
・調査にかかる工数や費用負担 
・規制による代替品の調達やコストアップ 

 
といった問題が考えられており、国や業界団体に補助やサプライチェーン間での情報共有システ

ムの構築、情報提供を求める意見が多かった。 
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日機連に対して期待することとしては、 
 
・他の業界団体との連携 
・正確な情報提供(上記のような「REACH規制」についての概要および詳細事項) 
・届出までのマニュアル作成 
・対応事例の紹介 

 
などが挙げられている。 
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Ⅲ．REACH対策上の課題整理（アンケート調査結果から） 

 

１．中小企業の対応問題 

 
 今回調査で指摘されるべき課題の第一は、中小企業のREACH対策の遅れであろう。REACHに

対する認知度を企業規模（資本金）別に見ると、企業規模が小さくなるほどREACHの認知度も

低下するという顕著な傾向が認められる。「名称も内容も知らない+名称は知っているが内容は

知らない」という二つの回答グループを足した「認知不足企業」の比率を見ると、資本金1,000
億円以上では2割以下、100～1,000億円未満では2割強なのに対し、1～10億円未満企業では5割、

1億円未満企業では実に7割以上が「認知不足企業」に該当する一方で、「ある程度知っている」

企業も25％、つまり4社中1社にとどまっており、大企業との認知度の差は極めて大きい。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注）上記グラフでは資本金規模の無回答企業を除いている 

 
 自社製品と欧州市場との関わりにおいては、資本金1億円未満企業の16.7％、1～10億円企業の

50％が「最終製品として販売している」と回答しており、中小企業であっても欧州市場と自社製

品の関係は低いわけではない。にも関わらずREACHに対する認知が不十分であるという現状は、

今後の欧州ビジネスリスクを高くすることにつながりかねない。 
 また、仮に欧州市場に直接の関わりがないとしても、REACHがサプライチェーン全体での取

組みを要求し、我が国の機械製造サプライチェーンが中小企業を除外しては考えられないという

ことは重要である。 
 サプライチェーンを構成する中小企業の認知が不十分であれば、川上メーカー→最終製品メー

カーに至る物質情報の流通にも支障が出る恐れがあるだけに、中小企業のREACHに対する認知

度を向上させ、対策の必要性を認識させることは、我が国機械産業全体にとっての重要な課題で

あると言えよう。 

 

資本金規模別REACH認知状況

0% 20% 40% 60% 80% 100%

～1億円未満

～10億円未満

～100億円未満

～1000億円未満

1000億円以上

詳しく内容を知っている

ある程度内容を知っている

名称は知っているが内容は知らない

名称も内容も知らない

無回答
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２．情報の不足について 

 
 REACH対策を進めていく上での問題になる要素に関して、今回アンケート調査では「知識・

情報の不足」を指摘する声が最も多く、次いで「調達・供給企業間の化学物質情報提供体制」と

いう回答が多い。言い換えれば、個々の企業単位で持つREACH情報の量的・質的向上と、サプ

ライチェーンという一つの企業群としての対応が、今後の機械産業のREACH対策上の課題とし

て認識されていることがわかる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注）上記グラフでは「対応は必要ない」「特にない」等の回答を除いている 

 
 ただ、これを資本金規模別に見ると大手企業と中小企業の間で傾向の差が認められる。資本金

1億円未満の中小企業グループは、「知識・情報不足」を課題と指摘したのが70.8％、「企業間の物

質情報提供体制」を課題としたのが50％で、全体の傾向とほぼ同じであるが、資本金1,000億円

以上の企業では、「企業間物質提供体制」が最も多く83.3％、次いで「費用負担」「組織・人事」

が50％で続き、「知識・情報不足」は3分の1の回答にとどまっている。 
 資本金1,000億円以上の企業は回答数自体が少ないため（6社）、この結果を厳密に定量的に比

較するのは難しいが、前項で見たように大企業ほどREACHに対する知識・認識状況はすでにか

なり進んでいることを考え合わせると、大手企業のREACH対策の軸足は情報収集という段階か

らサプライチェーンとしての対応体制構築や費用問題など、より具体的な段階に移りつつあると

推定することが可能であろう。 
 
 一方、中小企業は前項でみた認知状況の遅れから考えても、まだまだREACHに関しての基礎

的な情報の収集・蓄積が不十分であるとみられ、今後のREACH対策推進の上で「知識・情報の

不足」という問題は切実なものがあると考えるべきであろう。フリーアンサーにおいても情報の

不足を指摘する声が目立った。 
 
 
 
 

 
REACH対策推進上の課題（複数回答）
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REACH情報の不足に関する回答例（文章は若干変更している） 
①RoHS対応をこれから行うレベルであり、REACH規制に関してはまだまだ勉強不足 
②とにかく情報量が不足。各企業に対応を任せっぱなしである 
③化学に関する知識がない者には物質を特定してリストを作ってほしい 
④規制に対する情報提供がないので、中小企業としては知らなかったことが多々ある 

 
 
３．サポートへの期待内容 

 
 中小企業を中心にREACHに関する知識・情報不足の傾向が強いことは、「国や業界団体に期待

するサポート」にもあらわれており、期待するサポートとして「REACHに関する情報提供」に

対するニーズが資本金規模や業種を問わず、圧倒的に高い。 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

注）上記グラフでは「特になし」「無回答」の回答を除いている 

 
 ただ、前項で触れた「REACH対策推進上の課題」のうち、たとえばREACH対策費用や企業間

物質情報提供体制構築のような課題は、公的なサポートに解決を期待しづらい面があるのも確か

であり、情報提供を求めるというのは、機械メーカーが国や業界団体に対して現実味のあるサポ

ートを期待しているとも言える。 
 
 提供して欲しい情報内容に関しては次頁に掲げる図のように、全企業トータルで見ると、

「REACH規則に関する概要／専門家以外にも理解できる概要情報」の提供を求める声が最も多

く（86.8％）、次いで「国内企業の取組み事例／対応動向」（65.1％）、「EU当局の考え方／REACH
規則の方向性」（49.1％）、「EU内の企業の取組み事例／対応動向」（40.6％）という順で続く。 
 
 
 
 
 
 

 期待するサポート内容(複数回答）
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注）上記グラフでは「その他」「特になし」の回答を除いている 

 
 しかし、これらの回答を資本金規模別に見るとかなり傾向に差が出てくる。たとえば「化学物

質管理担当者対象の専門情報」の提供を求める声は、資本金１億円未満の中小企業では29％にと

どまっており、資本金別全階層別に見て最も低いのに対し、資本金1,000億円超企業では6割が期

待している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 国や業界団体に求める情報内容ニーズ（複数回答）
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 逆に、「概要情報」に関しては中小企業の96.8％が期待しているのに対し、資本金100～1,000
億円未満クラスの大手企業では7割以下にとどまっている。 
 さらに興味深いのは、資本金100～1,000億円未満クラスの大手企業の情報ニーズは、「概要情

報」よりむしろ「国内企業の取組み動向」の方に集まっているという事実である。「国内企業の動

向」に関しては大企業や中小企業のニーズが強くないのに対して、中堅～大手クラスのニーズは

総じて高い。 
 
 REACH情報提供のサポートに関するフリーアンサー回答例は下記に整理するとおりであるが、

これらの回答からは単に概要情報や取り組み事例の情報提供を求めるというより、そこから自分

たちが何をしなければならないかを早急に明確化したいと考えている機械メーカーの現状が伺え

る。 
 
情報提供サポートに関する回答例（文章は若干変更している） 

①REACH規則そのものがよくわからない。部品材料の何が抵触するのか具体的なマニュアルが

欲しい 
②先進的企業取組み事例やREACHの最新動向などのセミナー等を実施してほしい 
③引き続き、日機連にREACH規制情報の提供をお願いしたい 
④業界・業種における対応状況を知りたい 
⑤詳細を十分に理解できておらず「何を何時までに、どうすれば良いのか？」具体的に何を整

備すれば良いのかが漠然としていてつかみどころがない。日機連などにこの点を解りやすく

情報提供して欲しい。 
 
 
４．機械メーカーの懸念ポイント 

 
 今回のアンケート調査における自由回答では、REACHに関する問題認識や懸念事項、情報提

供の要望など様々な回答が寄せられたが、その中で知りたいことの具体的なポイントとして言及

されている例が多いのが、「意図的な放出の判断の難しさ」と「SVHCをはじめとする規制対象物

質リストが未公開であること」に関する指摘である。 
 成形品メーカーにとってREACH規則で問題になるのが、まず、「一定量を超える意図的放出物

質の登録」と｢一定量を超えるSVHCの届出｣であるというのはすでに述べたとおりであるが、前

者は定義・解釈が極めて不明確なために、後者については具体的物質リストがまだ公開されてい

ないために対応が難しくなっており、それが機械メーカーにとっても大きな問題になっているこ

とがわかる。 
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意図的放出に関する記述例（文章は若干変更している） 

①意図的放出がないと判断した場合の登録は必要ないのか、意図的放出かどうかは何処が（誰

が）判断するのか 
②意図的放出の例としてプリンタから放出されるインクとあるが、印刷機械製造メーカーも最

終製品として対象になるのか 
③意図的放出の定義の事例解説集が欲しい。たとえば塗装ロボットからの塗装剤なども該当す

るのか等 
④カーボンブラシは磨耗するため、意図的放出にあたるかもしれないと納入先から言われたが、

判断できない 
⑤意図的放出の定義がまだまだ不明確であり、対応をとりづらい 
⑥「意図的な放出」が当社製品の機能に結びつくのか？適用外であれば影響は小。 

 
 SVHCに関する記述例（同上） 

①高懸念物質のリストを作成してほしい 
②REACH規則、特に高懸念物質の情報提供をお願いしたい 
③具体的対象物質（SVHC等）に関する情報 
④認可・制限対象物質は示されているのか？ 
⑤1,500くらいの物質が対象になるといわれており、影響は大きい 
⑥具体的な規制物質に関する情報が欲しい 
⑦SVHCに指定される物質の情報が早く欲しい 
⑧高懸念物質の物質リストが未選定だが、REACH規則発効前に選定しないのは問題ではない

か 
 
 第Ⅰ章でも触れたように、届出の開始は2011年6月1日からであり、まだ若干の時間的余裕はあ

るというものの、SVHCリストが公開されていない現状は、REACHという規制が内包する矛盾

とも言える。意図的放出の定義・解釈が困難であるという点と、SVHCの問題は今後も機械メー

カーのREACH対策を困難にする大きな要因となることが予想される。 
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Ⅳ．欧州現地調査結果 

 

１．欧州現地調査の概要 

 
 今年度調査では、Ⅱ・Ⅲ章でみたアンケート調査と並行して欧州現地調査を実施した。現地調

査の日程、訪問国（都市）、ヒアリング先等は下表の通りであり、次頁以降に各ヒアリング調査の

結果をまとめている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※印のヒアリングは通訳を介して現地語で実施されたもの 

 
 
 
 
 
 
 
 

日付 国・都市 ヒアリング先 

ドイツ 
フランクフルト 

・VDMA（ドイツ機械工業連盟）※ 

(Verband Deutscher Maschinen und Anlagenbau e. V.) 
・Linde 社（フォークリフトメーカー大手）※ 

 

10/22 
（月） 

同上 ・A 社 

（日系化学メーカーの欧州商事拠点） 

10/23 
（火） 

ドイツ 

マンハイム 

・John Deere 社※ 

（トラクター等、農機具メーカー大手、本社は米国） 

ドイツ 

ﾃﾞｭｯｾﾙﾄﾞﾙﾌ 

・JCCE 

Japan Chemical Companies Council in EUROPE 
（欧州に拠点を持つ日本の化学メーカーによる協議会） 

 

1024 
（水） 

同上 ・B 社 

(日系総合商社のドイツ法人) 

1025 
(木) 

ドイツ 

ケルン 

・TUV Rheinland※ 

（ドイツ国内の環境コンサルティング企業大手） 

チェコ 

プラハ 

・JETRO プラハ事務所  

10/26 
（金） 同上 ・C 社 

（チェコ国内に製造事業所を持つ日系メーカー） 
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２. 現地ヒアリング調査結果 

 
２-１. VDMA（ドイツ機械工業連盟） 

 
1）REACHに対する基本スタンス 

 化学物質の健康リスク・環境リスクを明確にし、有害化学物質の使用抑制を図るというREACH
の主旨にはVDMAとしても賛成である。単に「健康や環境のためになる」というだけではなく、

産業界の立場で考えても、例えば、①製造現場で有害物質の使用が減れば、それによって労災も

減少し、労災補償コストをセーブできる、②代替物質を開発するための技術開発・イノベーショ

ンが期待できる、③製品ごとの物質情報が完全にオープンになれば、将来は消費者がWebで「ど

の製品が最も環境にやさしいか」を比較するといった購買行動につながり、環境対策を進めるメ

ーカーに消費者の支持が集まる等々のメリットも考えられる。 
 しかし、現在のREACHは産業界にとって依然として大きな問題を含んでいる。逆に欧州産業

の競争力低下・空洞化といった事態も招きかねず、機械産業にとっても懸念すべき部分が沢山あ

る。 
 EUでは1981年に「年間10kg以上使用する化学物質は申請する」という規程が作られたことが

あるが、申請する側の困難があまりに多く、結局はほとんど機能しないまま有名無実化してしま

った。REACHも同じような道を辿る危険がないとは言えない。 
 
2）VDMAとしてのREACH取組み 

 機械工業連盟としてのREACH関連取組みは大きく分けて、①加盟企業に対する啓蒙活動と、

②EU委員会に対するロビー活動とに分けて考えることができる。 
 加盟企業に対するREACHの啓蒙活動は、すでに2003年頃から勉強会等の形で実施しており、

ドイツの機械工業のREACH対策推進の上で重要な役割を果たしたと自負している。 
 また、2003年には国内機械工業に対する化学物質管理に関するアンケート調査も実施しており、

たとえば機械メーカーが使う化学物質の種類は約10000～11000種類位あり、それらをトータルし

て年間10～100t/年使うという企業が最も多い（48％）といった結果を得ている。ただ、このア

ンケートの目的は機械工業の化学物質使用の現状を知るということと並んで、EU委員会に対して

REACHを産業界の実情にあった形にさせるための、ロビー活動の「根拠づくり」という側面が

強かったのも確かである。 
 これまでのREACH検討の経緯は、「環境保護寄り」という性格の強いものであったのは否めな

い。2003年にREACH基本案に対してWebで意見を述べる「公聴期間」が数ヵ月あり、ここで様々

な意見が寄せられたほか、VDMAもブリュッセルで機械産業としての意見を提出するなどの活動

を行ったが、公聴期間が終わっても、EUは寄せられた意見をほとんど無視した形に近い。 
 
3）REACHが機械産業に与えうるリスク 

 REACHは機械産業にとっても様々な問題を含む規制であり、その幾つかを整理すると以下の

諸点が指摘できる。 
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①仕入れ品の途絶 

 成形品メーカーがサプライヤーから汎用材料を仕入れていて、そのサプライヤーがそれを

REACHに登録すれば問題はない。しかし中には、「その成形品メーカーのためだけにカスタマイ

ズした、特殊なレシピの材料（樹脂、潤滑油、塗料等々）」を供給しているというケースも多い。 
 そういった場合、そのサプライヤーがたった1つのカスタマーのためにコストと手間をかけて、

その特殊なレシピの調剤をREACHに登録してくれるとは限らない。特に売上や量がさほど多く

ないものであれば効率を考えて、「製造を（あるいは輸入を）やめる」という選択肢を選ぶ可能性

は大きい。数少ない、あるいはたった1社からの供給に依存していた特殊な材料の供給が、REACH
のために途絶するというリスクを成形品メーカーは抱えるわけであり、これは機械を初めとした

成形品メーカーにとっては死活問題にもなり得る。 
 
 代替物質がない場合は、材料メーカーの代わりに成形品メーカーが登録料などのコストを負担

して材料の供給を続けてもらわなければならないというケースも予想され、事業継続の上でもコ

スト負担の面でも大きな懸念要素と言える。 
 
②知的財産の流出 

 実際にあった例だが、ある会社がネジを止める接着剤の代わりに特定のマニキュアを使ってい

た。そのマニキュアは固まると接着剤と同等の効果がありながら、接着剤よりもコストは安いの

で、「接着剤の代わりにマニキュアを使う」というのはその会社にとって重要な、しかも他社に漏

らしたくない技術ノウハウだったことになる。 
 ここでREACH規制がかかるとどうなるか？マニキュアメーカーが用途として「爪に塗る」こ

とで登録するのは当然としても、「接着剤」としての用途も一緒に登録してくれる可能性はゼロに

等しい。 
 それを接着剤として使えば、「登録されていない用途に使った」ことになるわけであるから、そ

の会社はマニキュアメーカーに対して、「ネジ用接着剤としての用途も登録して欲しい」と依頼す

るかもしれない。 
 ネジ用接着剤という用途も含めて登録されれば、その会社はそのマニキュアをそれまで通り接

着剤として使い続けることができる。しかしそれによって、「そのマニキュアがネジの接着剤とし

て使える」ことを競合メーカーも知り得るわけで、その会社独自の技術ノウハウは流出する結果

となる。 
 これは一例であるが、このようにメーカーで有していた技術ノウハウ・知的財産がREACHに

よって流出する可能性はいろいろなケースで考えられ、成形品メーカーにとって大きな懸念材料

の一つになっている。 
 

③国際的な技術競争力の低下 

 上に述べた話とも関連するが、例えば、いろいろな材料のテストをするような場合に、複数の

薬剤を様々な調合比率で混ぜて試験を繰り返すような場合もある。 
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 だが、REACHでは「登録された用途」以外での使用は出来ないことになるから、たとえば材

料Aと材料Bを混ぜるというような「新しいテスト」は行えないということになる。 
 これは技術開発上の大きな規制であり、様々な物質を混ぜてテストできる国と、テストできな

いEUとで技術競争力の差が開くといった結果にもつながりかねない。 
 
 また、REACH規制そのものが厳しいため、REACH規則のないEU以外の地域、たとえば南米

に工場を移転し、EU以外から材料を仕入れ、EUで作るのよりも安く製造した上で、EU以外の

地域で売るという形が増えることも十分予想される。REACHは欧州に産業技術競争力の低下や

製造業そのものの空洞化をもたらす危険があることを認識しなければならない。 
 
4）REACHの今後の見通しについての見解 

 来年6月から予備登録、12月からは本登録がスタートするわけであるが、ヘルシンキに集まる

膨大な化学物質情報に対して、化学物質庁（ECHA）が十分な対処能力を持っているとは思えない。 
 しかも本登録に使うプログラムである「ユークリッド5」は空欄があれば送信できないが、記

入された内容自体の正誤を判断することはできず、極端に言えば、でたらめの内容でフォームを

埋めても送信することができる。その一方でECHAが内容をチェックするのは、寄せられた物質

情報の5％とされており、集まった物質情報の内容に対する懸念も残る。いずれにしてもREACH
は登録スタート後も、しばらくは相当の混乱が発生するのは避けられない状況といえる。 
 
 
２-２. Linde社 

 
1）REACHに対する具体的取り組み状況 

 当社はフォークリフトなどの産業用機器のメーカーであり、約3500人いる従業員に対して労

災・環境担当者は6名置かれているが、その中で「環境専任」と言えるのは1名のみである。当社

ではこの労災・環境担当者に加えて、購買、産業医なども加わったチームで新しい物質を購入す

る際に、その用途や目的を確認しつつ、安全性はもちろん廃棄段階まで含めた審査を行う体制を

構築しており、これらはすべてエクセル上で実施できるシステムとなっている。 
 
 このチェックシステムも活用しながら、REACH対応準備として当社が使う化学物質のリスト

アップや検証を進めており、この作業の段階ですでに当社が使っている物質で確実にSVHCに該

当すると見られるものが一つハッキリしている。 
 工場でこの物質を使う時間は、大体「週に10分間」程度であり、年間使用量でも100kg程度で

あるから、「年間1t超」というREACH規程に当社としては該当しない。 
 しかし、この物質の輸入業者はこの物質をt単位で扱っている可能性は大きく、そうなれば

REACHに照らして、この物質の許可（登録や届出ではなく）を受ける必要がある。 
 この物質を扱うことがその業者にとってさほど利益に貢献せず、さらに許可を得るための手間

やコスト負担が膨大であるとなれば、輸入業者がその物質の輸入自体をやめるということも考え
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られる。EU域内のメーカーにとっては化学物質を作っているか、使っているかと、輸入している

か、輸入しているとすればそれは直接か、輸入業者を通じてか、などを速やかに確認・チェック

する必要がある。 
 
2）想定される問題点 

 当社はドイツ以外に中国にも工場を持っているが、このような場合、製造や輸入に関して

REACHを気にする必要がないEU域外工場とEU域内工場との競争力の差という問題が現実のも

のになる。 
 当社の場合は化学物質に関する基準は世界共通のものであり、REACHの及ばない地域の工場

（あるいはREACHの及ばない地域に売る製品）であっても、基本的には最も厳しい基準、すな

わちEUの基準に合わせる。つまりREACH規制の下でも、当社の中国工場で作ったフォークリフ

トをドイツに輸入することに問題はない。 
 だが全てのメーカーがそうするとは限らない。EU域外のメーカー・工場であれば、REACHを

考慮することなくその国の法律に従って様々な物質を使えるわけで、EU域内の工場より性能の高

い製品がより安く作られるという可能性もある。 
 もちろん、これらの製品はREACH規制のある欧州には輸出できないわけであるが、最初から

欧州以外のマーケットで売る前提で作っていれば問題はない。そもそも「EU市場」よりも「非

EU市場」の方が世界マーケットにおいては圧倒的に大きいわけであるから、はるかに巨大な「非

EUマーケット」において“REACHに従わなければならない”EU製品が、“従う必要のない”非

EU製品に較べて競争力の面で不利になるという懸念は残る。 
 
3）REACH関連サポート、中小企業の対応等に関する見解 

 VDMAが過去行ってきたREACH対応のための勉強会、あるいはハンドブックの配布などはド

イツ国内の機械メーカーがREACHの対策を進める上で大変役立ったと言える。 
 しかし、こういった取組みは企業間の格差が大きいのも事実である。ドイツ国内でも中小企業

となると、その取組みレベルには差が大きく、化学物質に対する認識が非常に低い企業も少なく

ないと考えられる。 
 こういった取組みの差は基本的に企業経営者の意識に左右されるもので、これはドイツに限ら

ずどこでも同じようなものであろう。 
 東欧諸国とドイツなどとの差というのもハッキリしたことはわからない。東欧の一部の国では、

まだ役人に対する賄賂などが残っているという話もあるくらいであるから、REACHに対する取

組みも、平均すればドイツより遅れているかもしれないと推測することはできるが、実際の現地

企業レベルでの取り組みとなると、ドイツ国内にもあまり情報は入ってこないのが実情である。 
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２-３. A社（日系化学メーカー欧州商事拠点） 

 
1）自社のREACH対応取組み状況 

 当社は欧州内に複数の拠点を持っているが、ドイツはその中で製造機能を持たない商事機能の

欧州統括拠点としてのポジションにあり、他の欧州内拠点と連動しながらREACH取組みを推進

中である。 
 自社製品（欧州内の自社グループ工場で製造しているもの、あるいは日本の自社工場で製造し

て欧州に輸入しているもの）については、全社的な横の連携体制をとりながらREACH対策を進

めている。今のところ、REACHに関する登録手続きや、その他の業務負担を外部コンサルタン

トに委託するか、自社グループのマンパワーで対応するかといった方針に関して日本本社の決定

待ちという状況にある。 
 ただ、扱い製品は全て自社製品ばかりではないし、外部からの調達製品まで含めてサプライヤ

ーとの確認や登録等の業務を自社で対応するとなれば、当社営業担当だけでは到底対応しきれな

いのは明らかである。そういった場合は専門スタッフを「長期出張」のような形で滞独させ、ロ

ーカル社員との連携にて、一種の人海戦術的な方法で対応しなければならないということもあり

得る。 
 
2）欧州の化学物質ユーザー意識に関する見解 

 商社的立場から考えれば、「それまで扱っていた商品を、REACHのためにやめる」というケー

スは十分あり得る話である。REACHに対応するためのコスト負担や人的負担に比べてあまりに

もメリットが少なければ、もうその商品の扱いをやめるという選択肢は、当社に限らずどこの商

社・メーカーでも考えるはずである。その意味ではVDMAなどが懸念している、「材料供給途絶

のリスク」というのはその通りであると言えよう。 
 ただ、そういった懸念をすべてのユーザーが持っているかというと、むしろ逆に欧州ユーザー

は、「思ったほど騒いでいない」という印象があるのも確かである。 
 
 当社が欧州で売っている様々な化学物質の中にタイヤ用添加剤がある。タイヤというのはある

意味「添加剤のかたまり」のようなもので、そのグレードや用途等によってゴムに様々な添加剤

を混ぜる。タイヤ1本に対してであれば鼻薬程度の微量であるが、生産量が膨大な大手タイヤメ

ーカーであれば、鼻薬程度の添加剤であってもトータルではすぐt単位の量になってしまう。しか

も、そういった添加剤の中には、「日本を含めたアジア企業だけに供給を頼っている」という物質

も少なくない。日本・アジアからの供給が止まればタイヤ生産に大変な影響が生じることになる。 
 
 では欧州の大手タイヤメーカーがそのリスクに強い危機感を抱いているかというと、そうでも

ないというのが率直な印象である。これまでREACH後も添加剤供給を続けることを書面で確認

要求してきたのは1社しかなく、その他の大手タイヤメーカーは今のところあまり心配している

様子が見られない。 
 もし日本で同じ状況が生まれれば、成形品メーカーはサプライヤーに対して材料供給を続ける
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ことを軒並み確認・要求するのは間違いないはずで、欧州メーカーと日本メーカーの意識の違い

を強く感じる。 
 「日本のメーカーはREACHに対して騒ぎすぎ、心配しすぎでは？」という声もあるようだが、

上に述べたような実例を目にすると、「日本がやや危機感過剰」ということもあながち否定はでき

ないかもしれない。 
 
3）REACHの持つ危険性に関する見解 

 やや変な言い方になるが、REACHはある意味で国際的な独占禁止法違反、あるいはカルテル

を誘発、あるいは誤解を招くような危険があるのではないか。例えば、ある化学物質をA・B二つ

の輸入業者が欧州にt単位で輸入しているような場合、REACH対応が面倒だからA社が意図的に

その物質については欧州市場での扱いを止め、自社の扱い量をB社に挙げる。扱い量が増えればB
社もその物質を扱うメリットは増大するわけで、代わりに別のマーケット（あるいは別の製品か

ら手を引くこと）でA社にお返しをする。 
 こういった方法はもちろん表沙汰にできるような性質のものではないが、REACHはコンソー

シアムという同業者の寄り合いを作るキッカケとなりうることがある。メーカーや輸入業者のか

ぶる負担は非常に大きい規則であるだけに、「まじめな対応」から「表沙汰にできない対応」まで、

様々な選択肢を検討する業界も出てくるかもしれない。市場を占有している企業同士、商社同士

でこういったやり取りが水面下で行われるというのはあり得ない話ではない。 
 REACHコンソーシアムは同業者の会合という、いわば密室という性質も持つことから、欧州

公正取引委員会に疑われないように十分な注意・配慮が必要と認識している。 
 
 
２-４. John Deere社 

 
1）企業プロフィール 

 同社はかつて「Heinrich Lanz社」として知られたドイツのトラクターメーカーであったが、

米国に本社があるJohn Deere社に買収され、現在は同社の欧州統括拠点という位置付けになって

いる。 
 
2）REACHに対する具体的取り組み状況 

 当社では2003年頃からVDMAの勉強会などに参加してREACHに関する情報収集を続けてきて

おり、そういう点ではREACH対策についても比較的早めに行ってきたと言えるかもしれない。 
 トラクターという製品について「意図的な放出」の有無についても検討したが、これは恐らく

ないであろうというのが結論であり、現在は製品や製造工程で使っている化学物質の洗い出し・

リストアップをかなり進めている。これらは単にリスト化するだけではなく、その組成や安全性

等についての情報のやり取りをサプライヤーとの間で進めている。 
 対象は多岐にわたるが、当社の場合では分類でいうと①塗料、②冷却剤、③切削油等でリスト

アップされる物質数が多い。全体ではおよそ850種類がリストアップされており、これを環境担
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当の5人で検証しているという状態であるから、その作業量は膨大であるというのが実情である。 
 
3）材料供給の途絶リスクについての見解 

 当社用にカスタマイズされた特注材料や仕入れを1社からだけに依存している材料が、REACH
によって供給が止まってしまうという懸念は大きなものがあり、その端的な例が塗料である。 
 当社のトラクター等は世界中すべて同じグリーンの塗料が使われている。これはコーポレート

カラーと言え、一般に市販されている塗料ではなく当社用に調合されており、色のスペックにつ

いては米国本社からの指示に基づく。 
 この緑の塗料を製造している塗料メーカーは世界的にみれば複数存在するが、ドイツの工場に

塗料を供給してくれるのは1社しかなく、もし入らなくなったらという懸念は非常に大きい。代

用塗料のテストも行ってみたが色が若干異なってしまう。 
 塗料メーカーにすれば、「John Deereのためだけに作っている」塗料で安全性評価や物質の登

録など、コスト・労力の両面で負担がかかるのは避けられない。メーカー側が「そういった手間

やコストをかけてでも特注の緑の塗料を供給する意味がある（ビジネスになる）」と判断すればい

いが、そうなるという保証はない。もし「REACHのためのコスト負担で儲けがなくなるからも

うこの塗料は作らない」と塗料メーカーが判断したら、当社は別のメーカーを探すか、登録コス

トなどを肩代わりすることで、供給を続けてもらうという方法を取らざるを得ないが、現実には

「コスト肩代わり」の方向で考えざるを得ないであろう。 
 
 当社独自の緑の塗料は「供給途絶リスク」の最も端的な例であるが、これ以外にも例えば、あ

る特定の切削油では仕入れた油に当社の工場の中である添加剤を独自に加えているような例もあ

る。こういった場合、切削油メーカーに「この添加物を混ぜて効果を上げて切削に用いる」とい

った形での用途登録をしてもらえるのか、これについてもコスト負担が必要であれば、当社が負

担しなければならないか、といった問題がついてまわることになる。このように様々な仕入れ材

料が、REACHに引っかかって問題が生じるというケースは相当あると考えられ、これは当社な

どの成形品メーカーにとっても大きな懸念材料である。 
 
4）REACH対策推進上想定される問題点 

 当社が仕入れているサプライヤーには中小企業も多いが、中小企業のREACH取組みレベルは

格差が大きい。彼らから提出される安全保証データの信用度も、全て100％とは言えない部分も

ある。当社くらいの規模になるとこれらの信用度をチェックする責務があると感じており、場合

によっては第三者の企業に委託してでも、サプライヤーから提出されたデータのチェックをしな

ければならないと考えている。 
 ただ、購買する側としてのサポートにも限界がある。仕入れメーカーの中には、特に中小企業

になると対応の悪いところがあるのも事実であり、こういったサプライヤーは将来“切る”可能

性も十分にある。 
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5）米国・欧州の関係に関して 

 米国に本社があることから、環境対策についても基本的な決定権は米国にある。ただ、REACH
については欧州サイドが調査・報告をして本社を引っ張ったという部分もある。 
 これからの企業活動には、環境対策が極めて重要であるという基本的な考え方では欧州も米国

も差はないと感じている。ただ、その進め方には若干違いがあると感じている。欧州では環境担

当セクションを社内に置いて対応しているのに対し、米国では環境コンサル会社に委託するとい

う形が中心になっているようで、基本的な思想は同じでも方法論には違いがあると言える。 
 
 

２-５. JCCE（Japan Chemical Companies Council in EUROPE） 

 
（JCCEヒアリングは複数の加盟化学メーカーから担当者が参加する形で行われたため、統一的

な見解としてではなく、項目別に主要なコメントを箇条書きで整理している） 

 

1） REACHに対する取組み状況 

○当社の親会社はメーカーであるが、ドイツ子会社は商社として機能しており、扱い商品はほぼ

全てが日本の親会社の製品である。REACH対策については東京の本社と検討を進めているが、

特に重要な問題になるのが来年６月の予備登録以降のREACH関連作業の対応である。 
 これについては大きく分けて自社で対応するかOR（Only Representative＝唯一の代理人）に

委託するかということになるが、まだ結論には至っていない。 
 
○同じ商社機能を持つドイツ拠点と言っても、「メーカー系」と違って当社は本社も日本の本社も

商社であるから、扱い製品も「親会社の製品が中心」どころか、主な仕入メーカーだけでも数十

社にのぼる。 
 現在、扱っている化学物質のリストアップと、その安全性データをメーカーに確認するという

作業を行っているが、中には成分を開示したくないといったメーカーもあり、スムーズには進行

していないのが実情である。 
 
○当社の場合、商社機能に加えて欧州に製造事業所が存在しているため、REACH対策も「日本

で製造した製品の輸入」と同時に、「欧州内の工場で使う原料」についての検討も行う必要がある。

いずれにしても登録は欧州で行わなければならないが、ORに委託するようなケースであれば委託

するのは日本本社という形になる。 
 
○当社は、農薬その他化学品の他に中間体などを欧州で扱っているが、農薬についてはすでに欧

州で1991年に規制が出来ているため、これに対する登録要員が日本本社の他、ドイツにも2名配

置されている。しかし、化学品や中間体に関するREACH対応も、その要員で対応するのは困難

であり、外部コンサルに委託する部分も出てこよう。 
 とにかく、とりあえず予備登録だけはしておかなければならないと考えている。REACHは規
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則内容も非常に複雑で判断に迷う部分も多く、今後なんらかの改訂等で内容が変わる可能性もあ

るだけに、予備登録は本登録期限の「時間稼ぎ」という側面もある。 
 
○ドイツの拠点は商社としての位置づけであるが、スペインの関連会社で製造も行っている。現

在、REACHに関する情報管理や会社としての方向性検討は東京本社で行っているが、今後スタ

ートする登録作業等については、「ドイツ拠点が自力で登録作業を行う」、「メインは東京でやっ

てドイツで登録する」、「代理人に委託する」といった選択肢について検討している段階にある。

当社の場合、前述のスペインの製造拠点とドイツの商社とで協調してやっていくかどうかといっ

たことも問題になるだけに、対応が難しいところである。 
 
○当社も商社であり、取り扱っている化学品に関してリストアップを行っている最中であり、現

在のところ当社自身が登録者になる必要があるものは数十くらいではないかという感触である。 
 仕入れ企業の方で登録してくれるという商品もあるが、サプライヤーで登録してくれればあと

は何もする必要がないことにはならず、その登録情報を今度はダウンユーザーの求めに応じて提

供していかなければならない。そういった意味では単に化学品担当者、環境担当者だけにとどま

らず、個々の営業担当レベルでも対応が必要になるだけに、社内的な啓蒙も必要になってこよう。 
 
2） 今後の見通しに関する見解 

○すでに業界内では化学物質の流通と合わせて様々な調査票が飛び交っているが、飛び交ってい

る数でいえば欧州より日本の方が多い。だからと言って、日本でのREACH対応が過剰であると

は短絡的には言えないが、欧州域外の国の中では日本がかなりREACHに過敏になっているとい

う部分はあろう。 
 
○毒性が高いが流通量が少ないといったようなリスクの高い物質に関しては、REACHに対応す

るより扱い自体を止めてしまうという考え方は、化学メーカーや商社なら当然考えることであり、

REACHによって欧州で流通する化学品（物質）の数そのものも減るのはまず間違いない。 
 条件次第では当社自身がある商品の扱いを止めることも十分ありえる話であり、欧州の成形品

メーカーにとって、「それまで使っていた材料の調達が止まる」というリスクは軽視できないもの

であろう。 
 
○来年6月からの予備登録スタートは決まっているものの、REACHについてはまだわからない部

分が少なくない。SVHCのリストや｢分母問題｣、あるいは10月初旬になってもまだRIP（REACH 
Implementation Project）3.8の検討会議が開かれているといった情報からしても、今後の決定・

発表に待たなければならないことが多い。 
 つまり、今後の状況次第でまだ内容に変化の余地があるということで、たとえば自動車業界内

などのような力の強い業界が騒いでくれれば、インプリメンテーションの段階で多少なりとも産

業界側に有利な内容になる可能性もないとは言えない。 
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２-６. B社（日系総合商社ドイツ法人）  

 
1）REACH対策取組みの現状 

 当社では化学品部が先行してREACH対応を進めてきた。化学品は弊社ドイツ法人のビジネス

の中でも大きなウェイトを占める部分であり、日本からの輸入ももちろんあるが、「欧州で仕入れ

て欧州で売る」というビジネスも多い。 
 一方、化学品部以外にも、「成形品」で対象となりうる商材を扱うセクションがあることから、

こうした化学品部以外のセクションのREACH対応を支援する目的で、社内にREACHタスクフォ

ースを設置した。 
 
 タスクフォースはアドミ部が事務局となり、化学品部の専門知識を得つつ、エネルギー、機械、

生活資材などの各セクションの代表者がメンバーとなっている。たとえばエネルギー部の場合で

あればタールやピッチなどの炭素製品、生活資材部であれば機能材繊維などがREACHにかかわ

る可能性がある。ただ、いずれにしても化学品部以外のセクションでREACHに関連のある製品

はさほど多くはないと予想している。 
 具体的な作業内容としては、2008年6月から開始される予備登録に向けて、「EU外から入れて

いる物質」のリストアップ（品番、量、わかる範囲の成分など）に着手している。（化学品部では

既に2007年の初め頃からこの作業を開始しており、その数は3桁にのぼる）。ただ、後述するよう

にREACHにはまだ不明な部分、はっきりしない部分が多く、これらの作業についても「手探り

で進めている」というのが正直なところである。 
 
 実際の登録作業については外部の専門コンサルタントにある程度委託することも検討している

が、REACH関連手続きの全てを「丸投げ」することにはならないと考えている。確かに「コン

サル丸投げ」は楽な方法ではあるが、それでは社内にREACH手続きノウハウが蓄積されないの

で、自社にノウハウを貯めていくという観点からも部分的には自社で対応する方向で考えたい。 
 しかし、現在のように化学品部の人間が現有陣容で「本来業務」と並行してREACH対策も進

めるという体制ではいずれ限界が来るのは避けられないと思われ、日本から専任者を送って欲し

い等の要請は既に出している。ヘキストやBASFなど現地大手化学メーカーはREACH対策専門の、

いわゆる「トキシコロジスト」を数十人単位で雇っており、「ミリオンユーロ」の単位でREACH
対策予算を取っているとも聞くが、そこまでの体制を取れる企業は極めて限られている。 
 
2）REACHに対する企業対応について 

 上でも述べたようにREACHについてはまだ不明な部分、わからない部分がかなり残っている。

EU委員会のやり方は迷う余地のない明確な基準を示さず、いくつかの例だけ示して後は「そちら

の判断でどうぞ」というところがあり、REACHでもそれがあてはまる。来年の6月から予備登録

が始まるわけだが、その段階になってもおそらく膨大な「グレーゾーン」は残ったままである可

能性は十分あり、結局のところそういうグレーゾーンについては「そちらの判断で」ということ

になる公算が大きい。 
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 このように広いグレーゾーンを持つ規制に対し、全ての可能性を想定して対応することなど不

可能なのは当然であり、ある程度対応範囲を絞り込まざるを得ないし、先走りしせずに「様子を

見る」という部分も必要であろう。 
 成形品メーカーであれば、とりあえず自社で使っている化学物質や調剤についての検証という

ことになるであろうが、これも何から何まで確認しようとすれば大変な作業になる。 
とりあえず「明らかな有害物質」と言えるような材料に絞ってサプライヤーなどに確認し、それ

以外の「グレーゾーン上の物質・調剤」に関しては、しばらく様子を見るという対応が現実的か

もしれない。予備登録は来年6月から半年間の期間があるわけであるから、予備登録が始まって

しばらく「様子を見る」ということも十分可能であろう。 
 
3）REACHに対する商社としての見解 

 川上メーカーはもちろん、川中、川下メーカーにとってもREACHは大きな懸念材料であるが、

商社にとっては見方を変えればREACHはひとつのビジネスチャンスとして捉えることもできる。 
 REACHの登録には様々なデータを揃えなければならないし、予備登録が済んだ後もSIEFのコ

ンソーシアムでまたコストがかかると言われている。それまで欧州において自社で輸入業務を行

っていた日系企業などがそういった手間とコストを回避するために意図的に“他の会社を輸入窓

口にさせる”というのは方法の一つであろうし、そのように「輸入窓口（REACH対応責任）を

他社に移す」場合、移す先としては商社が最も可能性が高い。 
 ただ、これはあくまでも当社のメリットがどの程度あるか次第であり、これはどの商社にして

も同様であろう。利益幅があまりに小さければREACH対応責任のリスクを負うわけにはいかな

いのは総合商社でも引き受けられないのは当然である。中には誰も引き受け手がないといったケ

ースが発生することも考えられ、そうなればその物質の欧州への供給は止まる。川中・川下メー

カーは化学材料メーカーと違って物質登録の責任が自社に降りかかってくるというリスクは相対

的に低いが、これまで使っていた物質が止まるという「川中・川下メーカー固有のリスク」も抱

えることになる。 
 
 
２-７. TUV Rheinland社 

 
1）テュフ・ラインランド社の業務内容 

 当社は環境コンサルタント業務の一環として、さまざまな企業・業界団体向けにREACHセミ

ナー等を行っており、最近でもリサイクル企業の連合会や玩具業界、園芸業界等々、様々な業界

団体向けのREACHセミナーを実施している。 
 もちろん、REACH関連サービスメニューはセミナーだけではなく、REACHによる影響評価の

分析サービス、さらに実際の物質リスク評価や登録用のドキュメント作成など、REACHに関す

る企業の様々な懸念や不安をサポートする体制となっている。 
 当社のREACH関連サービスメニューを段階別に整理すると、基本的はまず①情報セミナーが

あり、②経営者、購買、セールスなど企業内の機能別ワークショップ、③REACHの影響分析（登
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録義務の有無、登録以外の義務、製造プロセス変更その他事業への影響etc）、④REACHプロジェ

クトのスタート、⑤実行案作成、⑥実行（登録等の実務）といった形に分けられる。 
 
 また、当社が保有するSIM REACHというプログラムでは実際の物質登録のシミュレーション

やコストの試算を行うことが可能であり、たとえばある物質に関して現在解っているデータだけ

を入力し、これがREACH登録のために十分か不十分か、不十分であるとすればその不足を補う

ためのコストがどのくらいか、あるいは仮登録後のコンソーシアムからデータを買うとしたらい

くら費用がかかるか、といったことも試算することができる。 
 ただ、このシミュレーション・プログラムは顧客企業から提供してもらったデータを元に当社

がシミュレートするためのものであり、プログラムソフトとして外部に販売するといった性質の

ものではない。 
 
2）成形品メーカーの対応に関して 

 成形品メーカーは自社の製品に関して「意図的な放出があるかどうか」、あるいは「SVHCの含

有量が0.1wt%を超えているか」といった点を問題視するはずであり、それによって届出等の義務

が発生するからそれは当然でもある。 
 だた、仮にその成形品メーカーに意図的放出に該当すると思われる製品、あるいはSVHCを

0.1wt%超含有する製品がまったくないとしても、サプライチェーンあるいは消費者からの問い合

わせがあった場合、メーカーは回答しなければならないことが付則で定められており、それには

SVHC含有量が0.1wt%以上かどうかは関係ない。問い合わせを受けたメーカーは45日以内に有害

物質が含まれているかどうか、もし含まれていないとしたらそれを明示できる根拠を添えて回答

しなければならない。 
 現在、グリーンピースなどの環境保護団体はこの「問い合わせ」を大手メーカーに対して積極

的に行おうというキャンペーンを行っており、すでに質問用のフォーマットまで配布している。

消費者からの問い合わせということになればその多くは完成品＝成形品メーカーがターゲットに

なりやすく、日本メーカーにもその問い合わせが及ぶことは十分考えられる。 
 成形品メーカーとしてはSVHC含有が0.1wt％未満で、さらに意図的放出がなくとも「わが社は

REACHとは関係ない」ということにはならないわけで、上述のような対応も必要になることを

見越して準備しておくことが必要である。 
 
3）海外の対REACH関心度 

 REACHに関して海外企業から当社に寄せられる相談や引き合いは非常に多いが、欧米でのメ

ッセなどを通じて得た印象では特に日本企業の関心が高いと感じる。実際、当社もすでに2社の

日本企業とREACHに関してサポートするという契約を結んでいる。 
 日本についで韓国メーカー、米国メーカーなどからのコンタクトも多い。中国メーカーからの

引き合いは少ないのではないかと感じる。 
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4）REACH対応コスト負担の見通し 

 世界的な大手化学メーカー、たとえばBASFやデュポン、ダウケミカルといった企業はREACH
対策を5年位前からすでに始めており、そのために投入した金銭的・人的リソースは莫大なもの

がある。ある薬品会社はREACH対応準備ですでに150万€（注：160円/€換算で2.4億円）のコス

トを費やしているという話もある。また、こういった大手メーカーによる化学系人材の募集も依

然として活発に行われている。 
 予備登録後に問題となる、物質毎のコンソーシアムでも相当のコストがかかると見られる。た

とえば「鉛」のコンソーシアムに関しては欧州の鉛工業連盟がリーダーとなってかなり細かいコ

スト規定なども既に決まってしまっており、このコンソーシアムに加わるための会費が年間1万€、
さらにその会社が用いる鉛1tにつき0.13€の費用拠出が求められるといわれている。 
 
 このように、REACHへの対応は金銭的にも人材面でも企業にとってはかなりの負担になり、

こういった負担に耐えられる企業は限られてくる。EU内にもREACHに対する対応が遅れている

企業は当然あり、特に中小企業の中にはまだREACHの持つ意味や自社に与える影響などについ

て全く気付いていないところもかなりあると考えざるを得ない。 
 
 
5）業界団体としての取組みに関して 

 VDMAや日機連のような団体の場合、同じ機械工業の連盟といってもその中には大型産業機械

のメーカーから小型精密機器、電子機器、輸送機器等々、非常に多岐にわたる製品の工業組合が

加盟しており、加盟企業を一度にサポートしようとしても、作る製品の性質によって製造事情も

大きく異なることから同列に扱うのが難しいという問題があるはずである。 
 たとえば加盟している工業組合団体ごとに分けてREACHの影響を考えるということも一つの

方法ではないか。精密電子部品であれ、大型産業機械であれ、それぞれの組合団体ごとに分ける

と、製品の領域がほぼ同じであるから、たとえば使用する化学物質の傾向や量、製品のタイプや

用途もある程度収束されるはずである。 
 当然、たとえば「意図的な放出に関してはこの業界のメーカーはあまり心配する必要はない」

「この業界では●●の物質を製造時に大量に使用するケースが多いから、注意が必要である」と

いった、より具体的な注意喚起が可能になる。 
 当社が業界ごとにREACHのセミナーを実施する際にも基本的には同じ考え方によっている訳

であり、対象業界をある程度細分化することでREACHによる影響評価もより精度を高めること

が可能になるはずである。 
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２-８. JETRO プラハ事務所 

 
1）チェコ企業・政府等のREACH対策に関して 

 チェコの地元企業がREACHに対してたとえばどのような取組みをしているか、あるいはして

いないかといった具体的な情報はJETROとしても持っていない。ただ、チェコの産業構造から見

てある程度の推測は可能である。 
 東欧の中ではチェコは日系製造業進出の多い国であるが（生産拠点数で比較するとポーランド

58、スロバキア12、ハンガリー49などに対してチェコは68、2006年末時点）、ドイツを初めとし

たEU諸国からの進出企業の数はもっとはるかに多い（ドイツ企業の進出数は約4000社（非製造

企業も含む））。米国からの進出もかなり多く、さらに買収等の形でチェコ地元企業がドイツ等、

外国企業の傘下に入るというケースも多い。 
 このように海外からの進出企業あるいは外国資本傘下に入ったチェコ企業は、既にチェコの鉱

工業分野における総売上高の約6割を占めているといわれており、外資系企業には中小企業の比

率は極めて少ない。つまりチェコの大手企業・大手工場のほとんどは何らかの意味で「外資系企

業」と言え、特にドイツを初めとする西ヨーロッパ外資系企業のウェイトが高い状況にある。 
 
 「外資系企業」であれば環境対策も本国（本社）の方針・決定に基づいて進められるケースが

多くなり、チェコ国内「外資系企業」のREACH対策・対応も基本的には本国・本社と同じレベ

ルであると考えられる。 
 問題は外国資本とつながりのない（しかも中小企業のウェイトが高い）チェコ地場企業である。

実際にそれを確認できるデータ等がある訳ではないが、これらの地場中小企業のREACH対策取

組みレベルは平均してみれば「外国系企業」とは相当の開きがあると考えられる。チェコの

REACH対策取組みは外国系企業と地場企業との格差が拡大しつつあるという推測が現実に近い

のではないか。 
 言い換えればREACHに対する取組みの差は「西欧・東欧の差」あるいは「国と国の差」とい

う問題からEU全体の中での「企業間での差」あるいは「業界間での差」という方向に向うのでは

ないかと考えられる。 
 
 チェコ政府、あるいは業界団体などのREACHに対する反応も様々であるように見受けられる。 
 チェコの産業連盟のようなところではREACHへの対応方法やその広報活動などについての検

討を始めつつあるようで、それなりに危機感も強いようであるが、一方で先日会ったチェコの元

環境大臣は産業界に対する影響などに対する懸念があまり感じられなかった。もっとも、元環境

大臣であれば産業界の心配よりREACH促進という立場にいるはずであろうから、これをチェコ

政府の姿勢を代表すると考えることはもちろん出来ない。 
 しかし、他の東欧諸国がどうかはわからないがチェコが環境規制等に関しては全般的に厳しい

のは確かである。規制を作った後の運用まで厳しさが貫かれているかどうかは分からない部分も

あるが、日本を含む海外からの進出企業も工場建設時に環境面で厳しくチェックされているとい

う話は聞く。 
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2）プラハ商工会としてのREACH取組み 

 2007年の9月27日、ブリュッセルJBCE（Japan Business Council in Europe）事務局長を講師

に、プラハ日本商工会としてREACHセミナーを実施している。チェコ国内の日系企業から多く

の参加者あったが、非常に強い危機感を持つ企業がある一方で、セミナー後もまだピンときてい

ないという企業もあったようで、日系企業の中でも取組みレベルの差はかなり大きい、二極分化

が進みつつあるといった印象がある。 
 チェコ国内の日系企業は大体の場合、ロンドンなどに欧州統括本部があり、さらに日本に本社

があるというケースが多いため、チェコの事業所だけで動ける範囲が大きくないということも影

響しているかもしれない。 
 
3）チェコのREACH対応の今後の見通しについて 

 アジアからチェコへの進出企業という点では日本からの進出企業が最も多く、他に台湾メーカ

ーなども見られるが、それ以外に最近では韓国の現代自動車がチェコに工場を作るという話があ

り、これが実現すれば現代自動車だけでなく、部品その他の関連メーカーも相当数が一緒にチェ

コに進出すると考えられる。 
 そういう意味ではチェコ企業の「外資ウェイト」は今後も上昇し続けることが予想され、

REACH対応に関しても外資主導という傾向が強まるという展開が考えられる。 
 
 
２-９. C社（チェコ国内に製造拠点を持つ日系メーカー） 

 
1）チェコ行政サイドの環境意識 

 他の東欧諸国の状況は分からないが、少なくともチェコについては環境意識が非常に強く、“ま

じめ”な国であるという認識は持っている。当社の工場では染色排水などを出していたが、抜き

打ち検査はかなりの頻度であり、phその他、何かの値が越えているとその度に厳しい金銭的ペナ

ルティが課せられた。結局、排水処理装置を新たに導入することで解決したが、当局の環境指導

はかなり厳しいものであったのは確かである。 
 もっとも、当社のような日本企業に対するのと同じ厳しさで地元企業にもペナルティが課され

ているかどうかは当社としても把握できない部分であり、特に海外系企業をターゲットにして罰

金をかけているという可能性も完全には否定できない。 
 
2）製造機能を持つ日系企業としてのREACH取組み 

 JETROのプラハ事務所がチェコ国内の日系企業向けにREACHのセミナーを開催してくれた

ときに当社も参加したが、まだまだ分からないことが多いというのが正直なところである。当日

のセミナー参加企業の間でも取組みレベル・理解レベルはまちまちであろうと思うが、総じて言

えばまだ「様子見」といった企業が多いと感じる。 
 その時講師だったJBCEの担当者が話した大きなポイントの一つも「孤軍奮闘するな、複数で

情報共有しながら取り組め」というものであった。当社も自社グループ内で連携しながら、ある
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いはチェコ国内の他企業と情報交換しながらREACH対策を検討しているところであり、そうい

う意味ではJBCEのセミナーで強調された方向に沿っているといえる。 
 
 当社は製造工場を持つが、同時にインポート機能も持っており、製造・輸入という両面で

REACHの登録や届出義務が発生する。これらの義務に対してどう対応するかもまだ結論は出て

いないが、コストリダクションを重視するという企業のポリシーからすれば「商社をかます」「コ

ンサルに丸投げ」することで解決するということは考えづらく、かなりの部分は自分たちで対応

するという方法を取ることになるかもしれない。この辺については自社グループ内の欧州内拠点

が共同して対策を検討中であり、当社からも工務部の課長がこの協議に参加している。 
 ただ、企業としては今すぐ大急ぎで何かをするより、上にも述べたようにもう少し様子を見る

べき時期と感じている。REACHは規制内容があまりに膨大かつ複雑であり、闇雲に突っ走るよ

りもう少し「すべきことが明確化」されてから取り組まないと、無駄が多すぎるのではないかと

いう懸念は非常に強い。 
 
3）EU内製造業として懸念されるREACHの影響 

 当社ではEU域内で作られた「ユーロ原料」を仕入れていた時期もあるが、現在はアジアなどか

らの輸入が多くなってきている。 
 製造メーカーとしてはREACH対策のために仕入れに「商社をかます」ことを選択し、仕入れ

原料コストの上昇を容認する可能性は低い。日本の親会社の方針でもその方法を選択するとは思

えない以上、前述のように「かなりの部分は自分達で対応」しなければならなくなる可能性は大

きい。 
 当然、自社対応した場合の労力やコストがどの程度になるかというのは大きな問題であるが、

REACH対応コストはまだ目安をつけられる段階ではない。 
 
 企業である以上、REACH対応コストとして払える限度というのもある。たとえばREACH対策

のために年間何億もランニングコストとしてかかるといった状態になれば、その製品の製造を止

めるというのも当然の選択であるし、工場そのものを閉じるといったケースもあり得ない話では

ない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



－64－ 

Ⅴ．我が国機械産業への影響評価と課題整理 

 
 前章までのアンケート調査結果や国内ヒアリング調査、あるいは欧州現地調査結果等を踏まえ、

本章ではREACH規則が我が国の機械産業に及ぼす影響、あるいは今後想定される課題等につい

て整理を行った。 
 
１．我が国機械産業に今後想定される影響 

 
１-１. 我が国機械産業への影響 

 
 REACH規則は化学業界だけではなく成形品に含まれる化学物質をも規制対象にしていること

から、成形品メーカーにとっても重要な問題であるという認識は、機械産業の中にもかなり浸透

しつつある。 
 ただ、機械メーカーであれば大量の化学物質や調剤をEUに輸出するケースは少なく、主要な製

造・販売品目はほぼ成形品に限られるという前提に立てば、REACHに抵触するリスクとしては

「1t/年を超える意図的放出物質の登録」と「0.1wt%を超えるSVHCを含有し、総量が1t/年を超

える場合の届出」とに該当するかどうかがまず重要となる。 
 これらの条件に全く該当しないメーカー、あるいは意図的放出に関してその解釈・判断が難し

いとしても放出物質が1t/年には及ばないほど少量であることが明白であるから登録の必要がな

い、といったメーカーも少なくないと考えられる。 
 
 このように、REACHの登録・届出条件に該当しないことが明らかな機械メーカーであれば、

登録・届出義務についての懸念はなくなる。しかし川下ユーザーへの情報提供、あるいは消費者

への情報提供の義務については留意しておく必要がある。 
 後項で触れるように、情報提供義務は1t/年超という条件がなくともメーカーは対応しなければ

ならないことがREACHには定められている。そういう意味では自社製品がREACHで定める登録

や届出の条件にはまったく該当しないことが明らかであるとしても、自社製品を欧州に輸出して

いるメーカー、あるいは自社製品が最終製品に組み込まれて欧州に輸出されているメーカーにと

って情報提供義務という形でREACHの影響が及ぶ可能性があることを考えに入れておくことが

求められる。 
 
 
１-２. サプライチェーン遡及による業界影響 

 
 「意図的放出」の解釈はREACHにおいて成形品メーカーが最も判断に迷う部分の一つであり、

将来的にも完全に明確化されることが期待しづらい“グレーゾーン”といえる。これは逆に言う

と「それが意図的放出かどうか」は、ある程度その最終製品メーカー（あるいはメーカー団体）
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側の解釈・判断の余地があると言える。 
 それに対して含有SVHCの方は解釈に迷う余地がない問題で、成形品に含まれる物質の内容と

量だけが問題になる。製品に含まれた物質をチェックするには仕入れている部品・材料にどんな

物質が含まれているかのチェックを避けて通ることはできず、それはサプライチェーンを川下→

川上へと逆に遡っていく作業となる。 
 
 経由企業の数が多くサプライチェーンが長いもの、あるいはサプライチェーンの途中に海外メ

ーカーが含まれるものなどは遡る作業自体が困難となる上、チェック漏れやサプライヤ側の確認

ミスなどの可能性も増える。サプライチェーン全体に対して影響力の強い完成品メーカーであれ

ば、リスクの高いサプライヤ、情報提供に非協力的なメーカーなどは自社のサプライチェーンか

ら外すといった動きが出る可能性もある。 
 こういった状況の中で、大手材料メーカー（川上）と大手完成品メーカー（川下）の間での加

工工程を担うケースの多い中小企業は、サプライチェーンの中でもREACH対応の負担が相対的

に大きくなることが懸念される。 
 
 
１-３. 仕入れ・製造への影響 

 
 我が国の機械メーカーがREACHによる影響を考える場合、まず自社製品の欧州輸出、欧州で

の販売活動への影響に注目する企業は多い。機械や部品の製造・販売がメーカーとしての事業活

動の根幹であり、欧州が製品販売の重要なマーケットの一つである以上、対EU輸出やEUでの販

売活動にどんな影響あるかを真っ先に検討するのは当然であり、これは言い換えれば｢メーカーと

しての影響｣、「製品販売というアウトプットに際してのREACHの影響」といえる。 
 
 だが、もう一つ考慮されるべきなのは、仕入れている材料や化学調剤等がREACHに抵触する

ことによる影響という側面であり、これは「ユーザーとしての影響」、「材料仕入れというインプ

ットに際してのREACH影響」といえる。 
 後者の場合、機械メーカーは材料ユーザーという立場になり、仕入れている材料に対して直接

の義務・責任を負う立場ではないため、REACHによる影響としては「輸出・販売への影響」に

較べてあまり重視されてこなかった。 
 
 だが、今回の欧州現地調査において「インプットに際しての影響」は、現地の機械メーカーの

間ではREACHによって発生する重要な懸念事項として認識されており、その懸念は以下の二つ

の部分から捉えることができる。 
 
①サプライヤから提供された仕入れ品の物質データ等の信憑性 
②サプライヤが製造・扱いを停止することによる仕入れ途絶の可能性 
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 ①の場合、直接の責任は当該材料を製造したサプライヤにあるとしても、実際にこういった事

態が発生すれば、その影響はEUに最終製品を輸出・販売しているセットアップメーカーも大きく

被るのは避けられない。 
 大手の完成品メーカーでは、サプライヤから提供された物質データのチェックはもちろん、サ

プライヤの工場を現地査察することでそのようなリスクを減らす努力をする企業も少なくない。

しかし、チェックには限界があり、さらにこういった体制をとれる企業が限られるのも事実であ

る。REACHによってサプライチェーンの間を行き来する膨大な物質情報の信憑性をいかに担保

するかというのは今後の大きな問題として残る。 
 
 ②は今回の欧州現地調査で指摘する声が多く聞かれた問題である。自社で使用している特殊な

材料の調達が特定のサプライヤのみに限定されている、あるいはその仕入れ材料が自社用にカス

タマイズされたものであり、汎用的な物質ではないといったケースにおいては②のリスクを無視

できなくなる。対EU輸出品にそういった材料を使っており、しかもその物質が登録の要件にあて

はまる場合にはサプライヤに登録させる、あるいは他のサプライヤを探す、自社で登録費用を肩

代わりする等々の方法を考える必要が出てくる。 
 また、EUのサプライヤから重要な材料を輸入しているケースも注意を要する。その材料の日本

への輸入量が1t/年未満の、わずかなものだったとしてもその材料を作っているEU内サプライヤ

の製造量が仮に3tあったとすればそのメーカーには登録の必要が生じることになり、登録の手間

とコストを避けるために生産そのものを中止してしまうという事態も考えられる。 
 そういった「仕入れへの悪影響」はEU内調達比率が高い欧州内の製造工拠点の場合さらに懸念

が大きくなる。川上の材料メーカーや商社にとっては自社生産物質をREACHに登録するための

労力とコストをいかに最小化するかは大きな問題であるが、最小化のための重要な選択肢の一つ

が「その材料の生産・扱い自体をやめる」ことであることは物質や調剤のユーザーである機械メ

ーカーとして認識しておく必要がある。 
 
 そういった特殊材料をREACHに登録し、仕入れを継続できたとしても登録には登録手数料を

はじめとしたコストがかかる。それらのコスト負担は材料価格に転嫁され、結果的に仕入れ材料

の値上がりを招くという事態も考えられる。 
 欧州では1998年にEUで農薬に関する厳しい規制が制定されたことで、それまでEU域内に約

1,000種類前後流通していた農薬が約200種類に減り、残った約200種の農薬の多くは値上がりし

たという例があることが、今回の欧州現地調査でも指摘された。それと同じことが今回のREACH
でも起こり得るということは機械メーカーとして考慮しておく必要があろう。 
 
 
１-４. 業種、企業規模等による影響度評価 

 
 成形品メーカーにとって直近の課題は「意図的放出規定に該当する場合の登録義務」であり、

数年後には「SVHC規定に該当する場合の届出義務」が問題になる。つまり、大きく分ければ二
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つの潜在的義務が存在する状態といえるが、この二つの義務はその性格の違いから、同じ機械産

業の中でも分野や業種によって影響度には多少の差が予想される。 
 
 REACH規則の第7条では「物質が、成形品の中に生産者又は輸入者あたりで合計して年間1ト
ンを超える量であること」と「物質が、通常の又は予測可能な使用条件下で、意図的に放出され

ること」「当該物質の、その用途での登録がなされていない」という三つの条件に該当した場合に

登録義務が発生するとしている。 
 ここでいう「通常の又は予測可能な使用条件下」の意味には、一般消費者が成形品を使用する

場合という意味も含まれ、たとえば落下の破損による内容物漏洩などはもちろん、製品本来の用

途とは違う使い方であったとしても場合によっては「予測可能な使用条件下での放出」と見なさ

れる可能性がある。 
 その意味では一般ユーザーが使うことのあり得ない産業用機械メーカーなどに比べて一般消費

財・耐久消費財系メーカーは「予測可能な使用条件」の見極めが難しくなると考えられる。「予測

可能な使用条件」という記述もまた判断の難しいグレーゾーンになりやすい部分といえよう。 
 
 ただ、一般ユーザーが触れることがあり得ない部品や部材、あるいは産業用機械等であっても

セットアップメーカーの工場従業員や製品メンテナンス業者等であれば「通常の又は予測可能な

使用条件下」でその製品を使用することになる。製造工程やメンテナンス等での物質放出が意図

的放出かどうかも判断が難しいケースも考えられ、部品メーカーや産業機械メーカーなども注意

が必要であろう。 
 また、意図的放出という点では原理的に考えて小型で単純な機械部品などよりも駆動系などの

機構を持った大型機器になるほど、何かの機能が意図的放出に該当してしまうという確率が高く

なることも予想される。その意味では単純な部品より複雑な大型機器、部品メーカーより最終製

品メーカーの方が意図的放出の登録義務が発生する可能性は高くなりやすいといえる。 
 
 これに対し、「SVHCを0.1wt%以上含有、総量が1t/年超の場合の届出」については、0.1wt%の

分母が「成形品全体」という解釈に落ち着いたとされることから、重量の大きい大型機械のメー

カーは、小型軽量の部品を輸出するようなメーカーに較べて届出規定への抵触リスクは大幅に小

さくなる。 
 ただ、輸出された時点では巨大重量をもつ大型機械であっても、その後のメンテナンス用に小

型・軽量の補修部品をEUに送るようなケースは要注意ポイントといえる。そうなれば1個の補修

部品の重量に対しての0.1wt%ということになって分母は大幅に小さくなり、届出抵触リスクは逆

に高まる。 
 大型機械の欧州輸出が多いメーカーは、最初の製品輸出の段階ではSVHCの届出義務に抵触す

る可能性は低いと考えられるが、その後のアフターメンテナンス段階で小型の部品を供給するケ

ース、あるいは機械で使用する各種の調剤（潤滑油、切削油、水処理剤等々）をEUに輸出するケ

ースなどに十分注意する必要がある。 
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１-５. 川下ユーザー、消費者への情報提供義務 

 
 本章１-１項でも触れたようにREACH規則ではSVHCの含有量が0.1wt%を超えていれば、総量

が1t/年を超えているかどうかを問わず、川下ユーザーや消費者からの問い合わせに対して「要請

を受けた後45日以内に物質名その他安全使用を認めるに十分な情報を無料で提供」しなければな

らないことが規定されている。 
 つまり登録や届出の必要がないメーカーであってもこの情報提供義務を負う可能性はあること

から、注意を払う必要がある。また、条文では「0.1wt%を超えている」となってはいるものの、

実際にはSVHCを全く含んでいない製品であったとしても消費者から問い合わせがあれば同様に

「45日以内に無料で」全く含んでいないことを回答する義務があるという考え方もあり、そうな

れば欧州に輸出している全ての成形品メーカーが「回答義務」を負うこともあり得る。 
 
 2007年6月1日のREACH発効と同時にこの回答義務規定も発効しており、現在は規定が発効し

ながらSVHCのリストは公表されていないという矛盾した状態にある。しかし、遅くとも2009年
6月1日までにSVHCリストが公開されれば、欧州消費者団体などが消費財メーカーなどに大量の

問い合わせを送付する可能性が指摘されている。 
 特に家電や自動車など、一般消費者が手にする最終消費財系のメーカーは、登録・届出義務に

抵触しない場合でも問い合わせが寄せられる可能性があり、さらにこれらの最終品メーカーに材

料・部品を供給しているメーカーにもその影響が及ぶ可能性がある。  
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２．我が国機械産業に求められる対応 

 
２-１. REACH対策の優先順位に関する考え方 

  
 これまでにも述べてきたように、機械産業＝成形品メーカーであるという前提に立てば、

REACH規則における対応のポイントの中心は7条の規程にあると考えることができる（以下に示

す7条の和訳条文は環境省仮訳版による）
※
。 

 
 

                                                  
※http://www.env.go.jp/chemi/reach/reach/reach_article.pdf 

第７条 成形品に含まれる物質の登録及び届出 
 
1. 成形品の生産者又は輸入者はいずれも、以下の二つの条件が満たされる場合には、成形

品に含まれる物質について、化学物質庁に登録を提出しなければならない。 
(a) 物質が成形品の中に生産者又は輸入者当たりで合計して年間1トンを超える量であること 
(b) 物質が通常の又は予測可能な使用条件下で、意図的に放出されること 

登録の提出には、第IX篇に従って求められる手数料を添えなければならない 
 
2. 成形品の生産者又は輸入者はいずれも、以下の二つの条件が満たされる場合であって、

物質が第57条の基準を満たし、かつ第59条（1）に従って特定される時は、本条の第4項に従

って化学物質庁に届け出なければならない。 
(a) 物質が成形品の中に生産者又は輸入者当たりで合計して年間1トンを超える量であること 
(b) 物質が成形品の中に重量比（w/w）0.1％を超える濃度で存在すること 
 
（3・4・5項略） 
 
6. 第1項から第5項までは、その用途について既に登録されている物質については適用され

ない 
 
7. 2011年6月1日からは、第59条（1）項に従って物質が特定されてから6ヶ月後に、第2項、

第3項及び第4項を適用する 
 
（8項略） 
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 成形品メーカーがREACHにおいて課せられる義務は、単純化すれば上に掲げた7条の二つの義

務、それに本章1-5章で触れた「消費者・川下ユーザーへの情報提供」という三つに集約できる。 
 
①意図的放出物質が一定量以上ある場合の登録義務（7条1項） 
②SVHCを一定量以上含有する場合の届出義務（7条7項） 
③川下ユーザー・消費者から要望があった場合のSVHC含有情報提供義務（33条） 

 
 このうち、②については前頁に掲げた7条7項にあるように2011年6月1日からのスタートである

ことを再確認する必要がある。また、③についてはⅠ章で触れたようにSVHC物質リストの公開

は「2009年6月1日までに」と定められている。 
 一方、①については予備登録が2008年6月1日から始まることが決まっており、予備登録期間が

6ヵ月間であることもはっきりしている。 
 従って、機械メーカーにとって最も優先すべきは上述①～③という三つの義務のうちの①「意

図的放出物質の予備登録」であると言える。次章で述べる情報サポートという面でもこのような

優先順位を付けた取り組みが重要であることを中小企業等に伝達する必要がある。 
  
  
２-２．環境コンサルティング企業への委託に関する考え方 

 
 REACH規則がEU域内にある企業を対象としている以上、EUに現地法人を持たずに製品を輸

出しているメーカーがREACH関連手続きを必要とすれば、欧州側の輸入代理店等にそれを委ね

るか、「唯一の代理人」に委託するという選択肢しかない。 
 一方、EU内に現地法人があれば「EU内企業」としてREACH対応業務も自社で行うことが可

能になるが、このようなケースでどこまで自社で対応するかを見極めることも機械メーカーにと

って重要な検討課題になる。 
 今年度の欧州現地調査でコンタクトした日本企業の中には、一連のREACH対応業務に関して

EU域内の環境コンサルティング企業等への委託、あるいは委託を検討している企業が多く、逆に

自社単独で100％対応するような方針を固めた例は見られなかった。 
 
 海外ビジネスに関しては抱負なノウハウを持ち、さらに化学品の輸出入でも実績の多い大手総

合商社でもREACH対応に関して現地コンサルティング企業と契約しているという現状は、自社

単独でREACHに対応することの難しさを表しているといえる。 
 2007年10月の現地調査時点で日系化学メーカーや材料系メーカーであってもその多くが「EU
のコンサルタントに頼むかどうかを検討中」という段階であったことを考えれば、すでに現地コ

ンサルタントに対する部分的な業務委託を決定していた総合商社は日本企業の中では比較的決断

が早かった例と見ることもできる。 
 
 多数の化学品を扱う総合商社や化学メーカーなどに較べれば、機械・部品メーカーが化学物質
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をREACHに登録しなければならないケースというのは意図的な放出物質が1t/年以上ある場合な

どに限られ、その意味では環境コンサルティング企業に業務委託しなければならない切迫度も、

上に述べた総合商社や化学メーカーほどは高くないといえる。 
 実際、産業環境管理協会がスタートしたREACH登録支援業務に対する相談でも成形品メーカ

ーは全体の3分の1～4分の1ほどのウェイトであり、相談の多くは材料メーカーなどの「川上企業」

によって占められている。 
 ただ、登録しなければならない物質が少ないとしても、機械メーカーにとっては化学物質の登

録手続き自体が不慣れな業務であり、かなりの大手企業であっても物質の予備登録、さらにその

先にあるSIEF（Substance Information Exchange Forum：物質情報交換フォーラム）での交渉

などに対応できる人材は相当限られていると考えざるを得ない。 
 今回の欧州現地調査ではBASFやデュポンなどのグローバル化学メーカーがREACH対策に向

けて化学系人材の確保を進めた結果、化学系人材の人手不足状態が生じていることが指摘されて

いる。日本でREACHに対応できる人材を確保するためには化学の専門知識に加えて語学能力も

要求されるため、人材確保は一層難しくなる。 
 こういった状況を考えれば、化学品メーカーや総合商社のみならず、機械メーカーにとっても

唯一の代理人へのREACH登録関連業務委託という方法はREACH対策における一つの選択肢と

して重要といえる。 
 
 登録支援サービスに業務を委託することは、委託コストが発生するという問題に加え、REACH
対応ノウハウをどこまで社内蓄積するかという問題とも絡む。最初の予備登録段階から外部に委

託した場合、途中から自社対応に切り替えるのは相当のエネルギーが必要になる可能性は高い。

前述の総合商社のように社内に対応ノウハウを蓄積するためにも部分的な委託に留めるというの

も一つの考え方といえよう。 
 
 
２-３．同一業界での共同取組み 

 
 すでに述べたように、成形品メーカーにとって意図的な放出があるかどうかは登録義務の有無

に影響する重要な問題であるが、一方で意図的な放出の解釈に際しては判断に迷うことも十分予

想され、ある程度メーカー側で解釈・判断せざるを得ないケースも少なくないと予想される。 
 そういったケースで問題になると考えられるのが同じ製品を作っているメーカー間での解釈の

相違である。仮にある機械からの、ある物質の放出に関してA社が独自の判断に基づいて「意図

的放出ではない」と考えたとしても、同じ製品を作るB社が別の解釈で意図的放出であると判断

することも考えられる。 
 そういった事態を避けるためには業界団体等で意見調整し、認識の共有化を図ることが望まし

い。 
 
 たとえば自動車業界ではACEA（欧州自動車工業会）が中心となり、JAMA（日本自動車工業
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会）をはじめ米国や韓国など欧州以外の自動車業界団体も参加して策定された欧州内の製造者向

けREACH対応ガイドラインを策定している。 
 このガイドラインでは自動車という成形品での意図的放出に該当するのは「ウィンドウォッシ

ャー液」「エアバッグ爆発に伴って放出されるガス」「芳香剤ディスペンサー」「消火器システム」

という4つが示されている。日本車では後者2つを採用する例はほとんどないことから、意図的放

出は事実上「ウィンドウォッシャー液」と「エアバッグ爆発ガス」に絞って対応することが可能

となる。 
 この自動車業界ガイドラインは現状ではEU当局の承認が担保されたものではない。しかし上述

の意図的放出についての認識などは欧州をはじめとして日米の自動車メーカーの間で共有されて

おり、EU外メーカーが製造したEU向け輸出車に関してもグローバルレベルでの業界共有認識と

して同じ考え方が適用されることになる。 
 
 このように、ある製品の意図的放出に関する解釈を同業メーカーの間で広く共有することは重

要となる。たとえばEUの特定業界団体が、その業界での主要製品における意図的放出をどう解釈

しているかといった情報を日本の同じ業界団体が収集し、日本国内の加盟企業にフィードバック

することは大きな意味を持つと考えられる。 
 
 
２-４. 中小企業への影響に関して 

 
 Ⅳ章でも触れたように、REACHに対する認知度あるいは対応準備という点では大企業に比べ

て中小企業の方が遅れをとっているという状況は本調査のアンケート結果からも伺える。 
 我が国の機械系中小企業は、比較的大手企業の多い川上材料メーカーと川下セットアップメー

カーの間にあって主に材料加工や部品供給といった川中部分を中心に、重要な役割を担っている。 
 REACHの規制内容がサプライチェーンという単位を重視し、我が国の機械生産のサプライチ

ェーンで中小企業が重要な役割を担っている以上、中小企業抜きでのREACH対策はあり得ない

といえる。また、大手セットアップメーカーなどが進めているREACH対策を実効あるものにす

るためにも、サプライチェーンを支えるこれら中小企業がREACHに関して情報不足の状況にあ

るのは早急に対処すべき問題といえる。 
  
 人的リソースが限られた中小企業にとってはREACHに関する情報収集だけでもかなりの負担

になると想像され、中小企業の自主的なREACH対応取組みだけに期待するのは難しいと言わざ

るを得ない。こういった現状は国も認識していると考えられ、すでに経済産業省が国内の各経済

産業局単位でREACH関連情報提供の場を設けるといった動きも現れている。 
 この問題については次章で詳しく触れるが、REACH情報に接する機会自体が不足している中

小企業に対する情報サポートはニーズが高いと考えられることから、機械産業としても業界団体

等において中小企業をサポートするための取組みが求められる。 
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Ⅵ．REACH関連情報サポートのあり方 

 
 機械産業、特に中小企業に対してREACH情報提供サポートが望まれるという状況を受け、本

項では情報提供のあり方を中心に考察を行った。 
 
１．REACH関連情報提供の現状 

 
１-１．国および関連機関レベルでの企業サポート状況 

 
 国としてのREACH関連情報提供の試みは2008年が明けた頃から活発に行われるようになって

おり、その代表的なものは経済産業省+産業環境管理協会が主体となって、実施している「REACH
規則解説セミナー」がある。 
 このセミナーは中央1箇所開催ではなく、中小企業の支援も視野に入れて各地域の経済産業局

が単位となり、場合によっては地域毎に複数の会場で実施されており、過去の主要な例を整理す

ると下表のようになる。 
 
経済産業局(経済産業省)によるREACH規則解説セミナー実施例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主催 開催日 開催場所・会場 募集規模 
北海道経済産業局 + 
（社）産業環境管理協会 

2008/2/14 北海道経済産業局 第一会議室 
      13：30～16：30 

100 名 

東北経済産業局 + 
（社）産業環境管理協会 

2007/11/9 福島県ﾊｲﾃｸﾌﾟﾗｻﾞ（郡山市） 
      13：00～15：30 

100 名 

経済産業省 + 
（社）産業環境管理協会 

2008/2/7 午前の部  9：30～12：30 
午後の部  14：00～17：00 
（場所は共に経済産業省講堂） 

200 名 
200 名 

中部経済産業局 + 
（社）産業環境管理協会 

2008/2/6 ポートメッセなごや 
      14：15～17：00 

100 名 

近畿経済産業局 + 
（社）産業環境管理協会 

2008/2/5 グランキューブ大阪 
      13：30～16：10 

100 名 

中国経済産業局 + 
（社）産業環境管理協会 

2008/2/20 
 
2008/2/21 

広島会場（八丁堀シャンテ） 
      14：00～16：45 
岡山会場（岡山国際交流ｾﾝﾀｰ） 
      14：00～16：45 

90 名 
 

60 名 

九州経済産業局 + 
（社）産業環境管理協会 

2008/1/24 
 
2008/1/25 

福岡会場（福岡県合同庁舎） 
      13：30～16：30 
熊本会場（ホテル熊本テルサ） 
      14：00～16：10 

100 名 
 

100 名 

（独）中小企業基盤整備機構 
+（社）産業環境管理協会 

2007/12/27 同機構 セミナールーム 
      13：30～16：45 

100 名 
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 これらのセミナーへの参加費は無料であり、形式としては産業環境管理協会のREACH登録支

援室のスタッフ、あるいはシンクタンクの担当者がREACH規則の概要と詳細について講演し、

セミナー後半はREACH対応の要否や対応の実現性などをアンケート形式で参加者に順を追って

回答させることで、最終的にその企業がどんなREACH対策が必要かを気付かせるという形式に

なっている。場所によって多少の差があるものの、セミナーの時間も概ね3時間程度で共通して

いる。 
 
 経済産業省は今年度の調査事業として「中小企業支援調査（欧州の新たな化学品規制（REACH
規則）の中小製造業に及ぼす影響調査）」を実施しており、このセミナーは中小企業にREACH対

応の必要性認識を喚起すると同時に、企業サイドがどのような問題を抱えているかを把握し、国

としての今後の支援にいかにつなげるかという側面も持っている。次項でも触れるようにこのセ

ミナーは当初、希望のあった業界団体向けにも実施する予定であったが、開催申し込み団体数が

予想以上に多かったため、前頁でみた2月7日午前・午後に各200名ずつの規模で経済産業省講堂

で実施したのが合同開催セミナーに当たる。 
 
 経済産業省は今年度のセミナー開催を今後の支援策投入に向けた調査と位置づけており、今年

度の各地のセミナーで実施したアンケート調査等の結果も踏まえて来年度以降新たな支援策を実

施する可能性がある。機械産業としても来年度以降の経済産業省のREACH支援策に注目してお

く必要があろう。 
 
 
１-２．業界団体レベルでのサポート状況 

 
 業界団体単位でのREACH対応支援も徐々に活発化しており、主なサポートの例を次頁に整理

した。 
 この表をみると、REACH対応支援のスタート時期の早さやメニュー内容の豊富さといった点

では産業環境管理協会と日本化学工業協会のサポートが充実している。これらは特に支援対象業

種や業界を限定せずに登録支援や情報提供などを行っているという点で、機械産業にとっても利

用価値は高い。 
 
 特定業界団体を単位としたセミナーなどの例もあるが、塗料工業会や化学工業品輸出組合、あ

るいは東京商工会議所などが実施しているセミナーは前項で見た経済産業局単位でも実施してい

た経済産業省+産業環境管理協会のスキームに基づいたセミナーであり、逆に言うと特定の業

種・業界に的を絞ったREACH対策支援というのはまだあまり現れていないという状況が伺える。 
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   業界団体によるREACH関連サポート事例 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２．機械産業が期待するサポートに関する考察 

 
 予備登録の開始は2008年の6月1日に近づいているが、前述の経済産業省セミナーが各地で盛況

であるという現状から見て日本企業の間でのREACH関連情報提供ニーズは依然として高いと考

えられる。予備登録期間が11月末まであることを考えれば、予備登録開始後であってもREACH
関連情報を提供することは有用である。 
 
 今年度調査で実施したアンケート調査結果で見ると、機械産業のREACH対応状況は端的に表

せば ①知識・情報不足を課題として強く認識していることを背景として ②まずはREACHに

関する概要情報の提供を期待しており ③情報提供方法としてはネット、セミナー、印刷物の順

でニーズが高いという状況にあることが伺える。 
  
 ただ、機械産業に対するREACH関連情報提供を考えた時、求められる情報内容は化学材料メ

ーカーや商社などとは若干異なるということを考慮する必要がある。機械産業に属するメーカー

であれば、化学物質あるいは調剤を製品として販売している企業は限定され、ほとんどは成形品

メーカーであると考えることができる。 
 今回アンケート調査は日機連の法人会員企業、および団体会員である工業会に所属するメーカ

ーを対象として実施したが、有効回答を寄せた139社の中で自社の企業分類を「材料・素材メー

カー」と回答した企業は5社と、非常に少ない（部品・部材メーカーは38社、最終製品メーカー

は81社、その他と無回答が15社）。 
 

主催 支援策の概要 
（社）日本塗料工業会 
印刷ｲﾝｷﾜﾆｽ工業会 

 日本無機薬品協会  
（社）産業環境管理協会 

REACH 規則解説セミナーの実施 
2008 年 1 月 29 日 

   東京塗料会館地下会議室にて 120 名規模で開催 

日本化学工業品輸出組合 
（社）日本工業品輸入協会 
（社）産業環境管理協会 

REACH 規則解説セミナーの実施 
2008 年 1 月 31 日 

      消防会館大会議室にて 140 名規模で開催 
東京商工会議所 
（社）産業環境管理協会 

REACH 規則解説セミナーの実施 
2007 年 12 月 10 日 

        商工会議所ビルで 90 名規模で開催 
 
（社）産業環境管理協会 

REACH 規則解説セミナーを全国で実施 
REACH 登録支援センターの設置（2007.5～） 
登録支援業務の他、登録実務者要請講座、会員制有料ヘルプ

デスク等も開設。 
 
（社）日本化学工業協会 

REACH タスクフォースを設置（2007.4～） 

会員企業への相談対応、セミナー実施などのほか、唯一代理

人サービス対応企業リストなども公開。中小企業向けに「欧

州の新しい化学品規制 REACH 対応」パンフレットも企画。 
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 このように、材料・素材メーカーとしての側面を持つ企業はゼロではないにしても機械産業の

圧倒的多数は成形品メーカーによって占められており、中小の機械メーカーや部品メーカーを情

報面でサポートする場合も「成形品メーカーの立場から」という視点を重視する必要がある。 
 成形品メーカーに的を絞った情報提供は機械業界であるから可能であるといえ、REACH情報

の提供に際してもその業界特性を生かすことは重要であると考えられる。網羅的・総合的な

REACH情報提供よりも成形品メーカーに求められる対応は何か、という点に絞った情報提供を

行うことが効率的である。ポイントを絞り込んだ情報提供は、情報を受け取る側も消化しやすい

という点で実効性が高まることが期待できる。 
 
 もう一つ考慮すべき点は、前章でも触れたように機械産業の中でも特にREACH情報の収集が

遅れているのが中小企業であるという点である。人員面で余裕の少ない中小企業であれば

REACH対策のために割くことのできるマンパワーも限られることから、対策の検討が一人の担

当者のみに任され、社内に相談できる相手もいないといったケースも少なくないと考えられる。 
 今回のアンケート調査で、国や業界団体に求める情報として「概要情報（86.8％）」の次に多か

った回答が「国内企業の事例／対応動向（65.1％）」であることからも、他の企業がどう対応して

いるか知りたいというニーズは強いと考えられる。セミナーや勉強会等の形で担当者同士が情報

交換できる場は、中小企業担当者などにとっては貴重なものになる。そういう意味でも同じ業種

の企業が集まった工業会などにはREACH情報交流機会の提供といった役割が期待される。 
 
 
３．業界団体としてのサポートの方向性 

 
 前項でも触れたように、我が国の機械産業は総じてREACHに対する情報不足の状況にあり、

特に事業規模・人員規模の小さい企業になるとREACHに対する基礎的な知識自体がまだ十分に

浸透していないという状況にあると考えられる。情報が不足している中小機械メーカーなどに対

して各業界団体は情報提供などの形で企業をサポートする役割が期待される。 
 
①機械業界全体への情報サポート 

 我が国の機械産業全体に向けてREACH情報サポートを実施するためには、業種や企業規模を

特定することなく広く情報を発信することが望まれるが、その一方であまりに総合的な情報提供

はかえって消化不良を招く恐れもあることから、前項でも指摘したように「成形品メーカーに求

められる対応」に絞り込んだ情報提供を行うことが有効と考えられる。 
 情報提供の方法としては地方の中小メーカーをケアするという意味からも、ネットやパンフレ

ットなど、地方のメーカーでもREACH情報を収集できるような方法を検討することが必要であ

ろう。 
 また、本章1項で触れたように、経済産業省は今年度、各地でREACH規則解説セミナーを通じ

て把握した企業側ニーズを受けて来年度以降に国として更なる支援策を打ち出す可能性が考えら

れる。国の支援策の動向なども注視し、国+業界団体として相乗効果の期待できるようなサポー
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ト策を検討することも業界団体として留意しておくべきポイントであろう。 
 
②業界単位でのサポート 

 同じ機械産業ではあっても業種・業界によって特性の差は大きい。業種や製造品目の特性を考

慮した上での具体的なREACH対応の検討となると、同業メーカーが集まった工業会単位での取

組みも重要となる。 
 また、各工業会加盟メーカーには中小企業も多く含まれていることから、中小企業を意識し、

業界特性を踏まえた上で実践的なREACH情報を提供するなどのサポートが果たす意味は大きい

と期待される。 
 
③継続的なREACH情報収集と発信 

 これまでにも述べたように、REACH規則に関してはまだ不明な部分、未公開の部分などが残

っており、その一方で化学物質庁の本格的稼動や予備登録は2008年6月から始まる。また、日本

でも化審法の改正に向けた検討が始まるなど、今後も継続的に注視すべき動きは内外に存在して

いる。従って、今後もREACH関連動向や日本での法改正動向、企業の対応動向などをウォッチ

し、その情報を我が国の機械産業にフィードバックすることは業界団体に期待される重要な役割

といえる。 
 今年度の欧州現地調査で協力を得たVDMAはEU主要加盟国であるドイツの有力な機械産業団

体という立場にあることから、REACHに関しては機械産業の利害を代表した発言やロビー活動

なども積極的に行っており、REACHに関する情報収集力は高い。こういった強みを持つVDMA
との継続的な連携を図ることも有効な方策の一つといえよう。 
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